
（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

　○施策幹事部長及び教育委員会による評価 令和３年５月及び７月

③　評価に用いたデータ等

　○代表指標及び成果指標・業績指標の達成状況

　○令和３年度県民意識調査の結果

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

代表指標の達成状況から定量的に判定する。

【代表指標の達成率の判定基準】

※「現状値」：第３期ふるさと秋田元気創造プランの「４　施策の数値目標」における現状値

【定量的評価の判定基準】

ア　実施状況

　○施策に関連する統計データ

ａ 　達成率≧１００％

ｂ 　１００％＞達成率≧９０％

ｃ 　９０％＞達成率≧８０％

　８０％＞達成率

　実績値が前年度より改善

ｅ 　実績値が前年度より悪化

実績値が未判明 ｎ 　実績値が未判明

評価結果 判定基準

「Ａ」 　代表指標が全て「ａ」

「Ｂ」 　代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない

「Ｃ」 　代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む

　ただし、「Ｅ」、「Ｎ」に該当するものを除く

「Ｅ」 　代表指標が全て「ｅ」

「Ｎ」 　代表指標に「ｎ」を含む

　○「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の重点戦略及び基本政策に掲げる４３の施策

実績値≧現状値

ｄ

現状値＞実績値

「Ｄ」
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（２）定性的評価

（３）総合評価

評価結果 判定方法

「Ａ」

「Ｂ」

「Ｃ」

「Ｄ」

「Ｅ」

　成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から定性
的に判定する。
　なお、代表指標が未判明の場合は、中間動向等を参考にしつつ、上記の方法により判定する。

　定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から
　施策を評価する。
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イ　施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■戦略１　秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略

１－１　社会減の抑制に向けた雇用の場の創出、人材育成・確保
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 2,493 2,600 2,772 2,985

実績 　(H28)　2,552 2,209 ( 2,334 ) ( 2,614 ) R３.10月判明予定

達成率 ( 93.6% ) ( 100.5% ) －

出典：県あきた未来戦略課調べ 指標の判定 （ ｄ ） ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

雇用創出数（人）

Ｅ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「雇用創出数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年度実績値は全体としては未判明であるが、雇用創出数目標値2,772人の約
４分の１に当たる800人を目標としている「企業誘致等による雇用」については、企業誘致件数が元年度か
ら大幅に減って５件となったことで、前年度から減少し、474人（対前年度比△413人）となることが判明
している。そのほか、「起業・創業」で488人（対前年度比＋38人）、「漁業分野」で11人（対前年度比△
２人）、「観光産業」で298人（対前年度比△275人）の雇用創出が判明している。構成要素のうち、未判
明の「成長産業（輸送機産業、医療福祉関連産業、情報関連産業等）」、「農業」、「林業」における雇
用創出数が元年度と同程度で推移した場合には、全体として２年度目標値を下回ることが見込まれる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｅ」
とする。

○ 輸送機産業への参入には、高いＱＣＤレベルや
国際認証の取得、技術力の向上等が必要である
が、対応できる県内企業は少ない。

○ 加工技術・品質管理・生産性の向上に向けたアドバイ
ザーの派遣、中核人材を対象にしたセミナーの開催、国
際認証取得に向けた取組への支援等を引き続き進める。

○ 再エネ海域利用法に基づく事業者選定のための
公募が国により進められ、発電事業が具体化し
ていく中で、建設工事やメンテナンスに加え
て、県内企業による建設用部材や発電設備用部
品の供給などが可能となるような関連産業の育
成を望む声が高まっている。

○ 県内企業による風力発電メンテナンスへの参入を引き続
き支援するほか、部品供給・製造を目指した大手事業者
とのマッチング支援を強化するなど、今後の洋上風力発
電の展開を見据えた関連産業の県内事業者育成に向けた
取組を進める。

○ 各分野の県内企業においてはＩＣＴの活用が浸
透しておらず、一部、優良な事例は存在するも
のの、ＩｏＴ、ＡＩ等の先進技術の導入は限定
的である。（県民意識調査で同様の意見あり）

○ ＩＣＴ基礎研修や技術研修会の実施により、ＩｏＴ等の
先進技術について県内企業の導入意欲の向上を図り、先
行事例を創出するとともに、セミナーやウェブサイト等
による先進技術及び事例の情報共有、ＩｏＴ等のトライ
アル導入による製造現場等への実装を支援する。

○ ＩＣＴ等を活用したスマート農業技術について
は、実演会等でＰＲを図っているが、実演のみ
では効果が見えづらく、農家による積極的な導
入に直結していない。

○ スマート農業技術については、引き続き、生産者へのＰ
Ｒに努めるとともに、効果の高い技術の導入を推進して
いく。

○ 秋田県内企業経営者の若返りが進んでいないこ
とから、平均年齢は依然高い水準が続いてお
り、事業承継計画等の策定を後押しし、円滑な
事業承継に対する支援を望む声が多い。

○ 国事業を委託されている、事業承継・引継支援センター
と連携し、事業者毎に、第三者承継やＭ＆Ａも含め最適
な事業承継支援が行われるよう、中小企業支援ネット
ワークの活動を強化していく。

○ 県内企業による働き方改革の取組事例集の作
成・配付などにより、推進を図っているもの
の、小規模事業者の取組にばらつきが見られ
る。

○ 秋田労働局や秋田働き方改革推進支援センターなど関係
機関との連携により、小規模事業者を中心とした働き方
改革の普及啓発を継続する。

○ 女性に魅力ある雇用の場が少なく、若年女性の
県外流出の要因の一つとなっているほか、女性
の個性と能力が十分に生かされていない。

○ 女性の視点による新たなプロジェクト事業に取り組むな
ど、女性の活躍を積極的に進める企業として選定したあ
きた女性活躍チャレンジ企業の取組を支援し、その取組
事例の紹介や意見交換の場を提供することにより、企業
経営者の意識改革を進めながら県内企業への普及を図
る。

○ 20～40歳代の若い世代の移住希望者の多くが企
業への就職を希望しており、就職に関する相談
が多い。

○ Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、「あきた就職ナビ」の更なる活用を図るほ
か、企業とのマッチング機会と移住情報を一体的に提供
する移住・就業フェアを開催するなど、Ａターン就職の
あっせんを強化する。また、大手転職情報サイトに広告
を掲載するとともに、Ａターン求職者にダイレクトメー
ルを送信する。

（１）
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１－２　若者の県内定着・回帰と移住の促進による秋田への人の流れづくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 △ 3,590 △ 3,080 △ 2,560 △ 2,050

実績 （H27）△ 4,100 △ 4,410 ( △ 3,917 ) ( △ 2,910 ) Ｒ３.11月判明予定

達成率 ( 90.9% ) ( 100.5% ) －

出典：県調査統計課「年齢別人口流動調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

（１）

● 若者がやりたいと思う職種、職場が少ないとい
う意味では魅力的な働く場は少ないと思ってし
まう。給料も低いのでなおさら魅力が減る。
（県民意識調査より）

● 成長が期待されるカーボンニュートラル、デジタル化な
どの分野の企業誘致や県内企業の参入を一層促進し、研
究・開発職などの賃金水準の高い雇用の創出と共に、中
小企業の生産性向上による賃金等の改善を目指す。

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差により、首都圏のＩＣＴ企業等に県内の人
材が流出する傾向がある。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響から、ワーケー
ションを含めた働き方の多様化への対応や、地方で就職
を希望する人材に向けて、多様な媒体を活用した県内Ｉ
ＣＴ企業等の情報発信を強化する。

○ 人口減少等により人手不足が顕在化している
が、自社の取組や魅力など、人材確保に向けた
情報発信が不足している。

○ 自社製品の開発や働き方改革の推進など魅力ある取組を
行っている企業を首都圏の若者視点で取材し、ＳＮＳ等
の活用などにより、企業の取組の発信に力を入れてい
く。

○ 科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化しており、指導する教員に必要とされる能
力も高度化している。

○ 工業科の教員を対象とした高度加工技術に係る研修や、
教科「情報」等の教員を対象としたプログラミングに係
る研修を更に充実させ、全県規模での教員のスキルアッ
プを図る。また、「課題研究」等の実施おいて、地元企
業等との連携を図り、生徒が高度な技術を学ぶ機会を創
出する。

○ 新規高校卒業者の県内建設業への就職者数は、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による
県内回帰が期待されるものの、少子化や人手不
足を背景とした人材獲得競争の中で大幅な増加
は見込めない。

○ 新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校
等はもとより、普通高校においても出前説明会を開催し
てマッチングを強化し、県内建設業への入職増加に努め
る。

○ 地方移住への関心の高まり等を受け、移住者は
増加傾向にあるが、農林水産業への就業は、農
地、機械・施設の確保や関連資格の取得等が必
要となり、技術習得にも時間がかかるため、就
業先として選択する人は限られている。

○ 農業においては、農業法人インターンシップ研修等を実
施し、移住就農希望者の就業体験と農業法人とのマッチ
ングにより雇用就農者の確保を図るとともに、就農後の
フォローアップとして技術指導等を引き続き実施してい
く。林業や水産業においては、短期・中期の体験研修を
行い、県外からの移住を含めた多様なルートからの新規
就業者の確保に取り組む。

○ 看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、今後、病院からの需要が減少し、介護保険
施設や社会福祉施設からの需要が増加すると見
込まれるが、需要に合った就労の場の移行がな
かなか進まない。

○ 看護職員については、県看護協会や病院等と連携しなが
ら、新人教育研修をはじめとする各種研修機会を提供す
るとともに、ナースセンター等による復職のための情報
提供や、きめ細かな就業支援に対する取組をサポートす
るほか、在宅医療従事者育成支援事業により、介護保険
施設等の人材確保を進める。

代表指標①

人口の社会減（人）

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「人口の社会減」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和２年10月～３年５月の社会増減数の実績（△2,944人）に、未判明である３年
６月～９月の前年同期値（△22人）を加えた値は△2,966人、達成状況は84.1％で「ｃ」相当であるほか、
成果・業績指標①「県内大学生等の県内就職率」や成果・業績指標⑤「Ａターン就職者数」も前年度を上
回る実績となったものの、目標値を下回る結果となった。

一方で、就活支援の強化や、移住・Ａターン就職に関するきめ細かな相談対応、情報発信等を行った結
果、成果・業績指標②「就職説明会等への大学生等の参加者数」や成果・業績指標④「移住者数」が目標
を上回るなど、社会減の抑制につながる成果が現れてきている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

（２）
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）

○

○

新型コロナウイルス感染症の影響と相まって、
高校生の県内就職率は、前年を大きく上回る見
込みとなり、地元志向の継続が予想されるもの
の、業種別求人のばらつきがある。

本県の高校卒業者の３年後の離職率（平成29年
３月卒業者：33.4％）は、全国平均（同：
39.5％） を下回ったものの、依然として高い水
準にある。

○

○

新たに配置した「若者定着支援員」により、高卒求人開
拓の強化、各高校に対する情報提供等の充実に努める。

離職防止のためのセミナー等を実施し、定着支援の取組
を進めるとともに、就職支援員や教員が、卒業生が就職
した県内企業を積極的に訪問し、卒業生と面談するなど
フォローアップを行う。また、離職者のうちどのくらい
の割合が県内や県外に再就職しているかなどの実態把
握、離職者への県内再就職に必要な求人情報の提供等に
努める。

（１）

○

○

●

県内大学等では、理系学生の県内就職率が低い
状況にあるが、県内企業に関する十分な情報を
持たないまま、大学等で学んだことを生かせる
就職先として県内企業を選択肢から除外し、県
外就職を選択する学生が見られる。（県民意識
調査で同様の意見あり）

新型コロナウイルス感染症の拡大により、学生
や企業の県外をまたぐ移動が制限されることが
想定され、学生が必要な就職情報を入手しにく
い状況にある。

働く上での条件（賃金、仕事内容、福利厚生
等）が合わなければ定着は望めない。企業説明
会も大切だが、新規採用を希望する企業の要望
と学生の職業観に着目した取組が必要と思う。
（県民意識調査より）

○

○

●

学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、県は、大学等が学生に対して行う県内企
業と連携した取組や情報発信の取組をキャリア開発支援
という形で引き続き支援する。

全国を対象とするオンライン就活イベントや、東北地
方・県内大学等における対面型イベント、オンライン・
対面型の女子活交流会の開催を組み合わせながら実施す
る。

県就活情報サイト「KocchAke!（こっちゃけ）」において
初任給や福利厚生等の採用情報を提供するとともに、企
業説明会等において、学生に求める能力や具体的な仕事
内容を明示するほか、若手先輩社員との交流等を通じ、
県内就職への理解と不安解消に努める。

（３）

○

○

○

移住を希望する方の個々のニーズに対応した情
報や、移住潜在層を含めた幅広い層を対象とし
た情報の発信が不足している。

これまでオーダーメイド型教育留学や短期チャ
レンジ留学に参加した児童生徒や保護者の多く
は、移住に対して好意的な意見を持っているも
のの、実際に移住に結びつく件数は少ない。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、東京
圏からの転出者数が増加傾向にあるが、今後も
地方回帰の動きは継続し、他県との移住者獲得
競争が激化することが見込まれる。

○

○

○

市町村等と連携したきめ細かな情報提供や先輩移住者の
体験談、秋田暮らしの魅力のＰＲなど移住希望者の多様
なニーズ・関心に応える情報発信を行うとともに、先輩
移住者団体等と連携し、移住潜在層を含めた幅広い対象
に対して、先輩移住者の視点に基づく秋田暮らしの魅力
を発信するほか、地域生活や仕事の体験談などの秋田暮
らしを意識づける機会を提供し、将来の移住につながる
「人が人を呼ぶ」好循環につなげていく。

市町村と連携し、留学体験の実施場所の拡大や内容の充
実を図り、更に多くの方に秋田の優れた教育環境に触れ
てもらう機会を創出するとともに、参加した児童生徒の
保護者には、就業や居住に関する情報提供を行い、移住
に向けたきめ細かなサポートを行う。

秋田暮らしの魅力を発信する首都圏集中プロモーション
や市町村と連携した移住体験オンラインツアーを実施す
るほか、リモートワークによる移住を実施する企業や社
員等に対し移住体験やサテライトオフィス整備、リモー
トワーク移住に要する経費に対して支援する。

（４）

○

○

首都圏を中心に高まりつつある「ふるさと回
帰」の動きを受け、移住者数は年々増加してい
るが、移住希望者からの相談においては、移住
後の生活に関する不安の声も寄せられている。

20～40歳代の若い世代の移住希望者の多くが企
業への就職を希望しており、就職に関する相談
が多い。

○

○

令和元年度に構築した移住サポートシステムを活用し、
市町村や移住支援機関等と連携した一体的な移住者サ
ポートに取り組むとともに、先輩移住者団体による交流
会や地域活動への参加のきっかけづくりを通じて、移住
者が安心して生活できるよう支援する。また、移住希望
者が秋田の暮らしをイメージしやすいように、移住者団
体のネットワーク化等を働きかけ、移住者目線で生活の
実感を発信する機会をより多く創出する。

Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、「あきた就職ナビ」の更なる活用を図るほ
か、企業とのマッチング機会と移住情報を一体的に提供
する移住・就業フェアを開催するなど、Ａターン就職の
あっせんを強化する。また、大手転職情報サイトに広告
を掲載するとともに、Ａターン求職者にダイレクトメー
ルを送信する。
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１－３　結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国トップレベルのサポート
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 3,590 3,660 3,730 3,800

実績 　(H28)　3,510 3,311 ( 3,052 ) ( 3,161 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 85.0% ) ( 86.3% ) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｄ ) ｎ

目標 5,700 5,800 5,900 6,000

実績 　(H28)　5,666 5,396 ( 5,040 ) ( 4,696 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 88.4% ) ( 81.0% ) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｅ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

婚姻件数（組）

代表指標②

出生数（人）

（１）

○ 自分の将来の予測がつかず、結婚、出産、子育
てに前向きになれない若者が多く見られる。

○ 子どもを産み育てながら秋田での生活を楽しみ活躍する
姿をイメージできるよう、具体的な夫婦・家族の姿や経
験及び県の支援制度の情報を、多様な媒体を活用しなが
ら発信する。

（２）

○

○

「すこやかあきた出会い応援隊」等における出
会いイベントの活動が減少している中、独身従
業員の結婚を応援したいという企業経営者の声
に十分に対応できていない。

コロナ禍であっても、出会いの機会を求める声
があるが、十分に対応できていない。

○

○

企業同士による交流を促進し、独身従業員の出会いの機
会の創出を支援するなど、多様な出会い・交流の機会を
創出する。

ウィズコロナに対応し、オンラインによる出会いイベン
ト等を積極的に開催することにより、独身者に出会いの
機会を提供する。

（４）

○

●

より多くの保育士等の配置を必要とする３歳未
満児において、保育需要（入所希望）が増加し
ており、一部の地域で必要な保育士等が確保で
きずに待機児童が発生している。

保育施設や学童施設の整備が不十分であり、共
働き世帯が安心して働ける環境になっていな
い。（県民意識調査より）

○

●

引き続き保育士等の新規人材を確保するとともに、保育
士等が働き続けられる職場環境の整備など、保育ニーズ
に応じた保育人材の確保に向けた取組を推進し、待機児
童の解消を図る。

核家族化や共働き世帯の増加により、放課後児童クラブ
の利用を希望する児童は増加しており、各市町村におけ
る子ども・子育て支援計画により、ニーズに応じた計画
的な整備を働きかけていく。

Ｅ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「婚姻件数」、②「出生数」のどちらも「ｎ：未判明」であり、定量
的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、速報値は2,686組、達成状況は72.0％で、前年実績値より悪化し、かつ現状値を下
回っているため「ｅ」相当である。令和２年１月にあきた結婚支援センターのマッチングシステムをリ
ニューアルし、ＡＩ（人工知能）によるお見合い相手紹介機能を付加したことにより、交際開始率は旧シ
ステムより約２倍に増加したものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、出会いイベントの開催が
自粛されるなど、対面における出会いの機会が減少したため、成婚報告者数が減少しており、一般の婚姻
においてもこうした傾向が見られ、婚姻件数が減少している。

代表指標②に関しては、速報値は4,499人、達成率は76.3％と、前年実績より悪化し、かつ現状値を下回っ
ているため「ｅ」相当である。不妊治療への支援や周産期医療の充実のほか、乳幼児の保育料や副食費に
対し助成するなど、子育ての環境づくりを進めてきたものの、出生数の減少には歯止めがかかっていな
い。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｅ」
とする。

（３）

○

○

○

○

結婚・出産の年齢上昇に伴う不妊治療件数の増
加により、専門的な相談ニーズが高まってい
る。

仕事と不妊治療の両立が難しく、退職や不妊治
療を中断する場合がある。

晩婚化の影響から初産の平均年齢が高くなって
おり、高齢での妊娠・出産は流産や妊娠合併症
のリスクが高まるとともに、不妊治療による出
産分娩率も低下する。

本県の令和元年における周産期死亡率は5.5と、
依然として全国平均を上回っている。

○

○

○

○

引き続き共働き夫婦が相談しやすいよう、医師による
メール相談を実施するとともに、検索連動型広告を活用
し、より多くの県民を相談につなげる。

企業向けの不妊治療セミナーを開催し、治療の知識と理
解を深め、仕事との両立の環境整備を支援する。

若い世代から、男女とも妊娠・出産には適齢期があるこ
とを知り、将来自らが希望するライフプランを描くこと
ができるよう、普及啓発用リーフレットを作成し、配布
する。

分娩取扱施設の整備に対する助成や周産期死亡に関する
調査・研究を行うとともに、周産期医療関係者間の連携
強化のための協議会等を引き続き開催する。
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１－４　女性や若者の活躍推進とワーク・ライフ・バランスの実現
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 180 240 300 360

実績 　(H28)　64 130 174 206 335

達成率 96.7% 85.8% 111.7%

出典：厚生労働省「都道府県別女性活躍推進法に係る一般事業主行動
計画策定届出状況」 指標の判定 ｂ ｃ ａ

目標 285 300 315 330

実績 　(H28)　262 287 361 454 518

達成率 126.7% 151.3% 164.4%
出典：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び
認定状況」 指標の判定 ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（５）

○

●

子育てへの経済的支援として、奨学金返還制
度、福祉医療費助成、保育料助成への要望が根
強く見られる。（県民意識調査で同様の意見あ
り）

子どもを産む時にどのような自治体の支援があ
るのかよく分からない。各々の自治体の取組を
どんな立場の女性であっても分かるように周知
してほしい。（県民意識調査より）

○

●

要望が多い経済的支援に関しては、保育料や副食費の助
成のほか、福祉医療費助成、多子世帯向け奨学金貸与、
子育て世帯向けの住宅支援等を引き続き着実に実施して
いく。

母子手帳を交付するタイミングでも支援策について案内
はしているが、改めて各市町村に対し、ウェブサイトや
子育て世代包括支援センター（ネウボラ）での案内に取
り組むよう、働きかけていく。

代表指標①

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数(従業員数300人以下の企業)(社)

代表指標②

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計

画策定企業数(従業員数100人以下の企業)(社)

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」、②「次
世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」どちらも「ａ」判定であり、定量的評
価は「Ａ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

○ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数は増えており、企業における女性活躍
の取組は広がってきているものの、計画に掲げ
る取組内容が、従業員の意識啓発研修の実施な
ど短期的に改善できるものにとどまっている
ケースが見受けられる。

○ 「あきた女性活躍・両立支援センター」の企業訪問を通
じて、若年女性に魅力ある職場環境づくりを推進するよ
う普及啓発等を実施するほか、アドバイザーの派遣によ
る一般事業主行動計画の策定支援を通じて、女性管理職
の登用など取組内容のレベルアップを図る。

○ 女性に魅力ある雇用の場が少なく、若年女性の
県外流出の要因の一つとなっているほか、女性
の個性と能力が十分に生かされていない。

○ 女性の視点による新たなプロジェクト事業に取り組むな
ど、女性の活躍を積極的に進める企業として選定したあ
きた女性活躍チャレンジ企業の取組を支援し、その取組
事例の紹介や意見交換の場を提供することにより、企業
経営者の意識改革を進めながら県内企業への普及を図
る。

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主
行動計画策定企業数は増えており、企業におけ
る仕事と子育ての両立支援に向けた取組は広
がってきているものの、計画に掲げる取組内容
が、従業員に向けた育児休業等の制度の周知や
情報提供など短期的に改善できるものにとど
まっているケースが見受けられる。

○ 「あきた女性活躍・両立支援センター」の企業訪問を通
じて、若年女性に魅力ある職場環境づくりを推進するよ
う普及啓発等を実施するほか、アドバイザーの派遣によ
る一般事業主行動計画の策定支援を通じて、柔軟な働き
方の導入など取組内容のレベルアップを図る。

○ 男性の育児休業取得率の割合は増加してきてい
るものの、その進捗は鈍く、依然として家事・
育児等の家庭生活の多くを女性が担っている現
状がある。

○ 男女ともにワーク・ライフ・バランスが実現できるよ
う、多様で柔軟な働き方の導入に向けて経済団体等と連
携しながら企業等における取組を一層促進するほか、共
働きで子育てをしている夫婦など、ロールモデルとなる
ような夫婦・家族の姿などに関する情報を積極的に発信
する。

（３）

○ 本県における女性管理職や女性の自治会長の割
合は低率で推移しており、政策・方針決定過程
における女性の参画が進んでいない。

○ 市町村や男女共同参画センターと連携し、自治会活動に
おける女性リーダーを育成するとともに、社会のあらゆ
る分野で次代をリードする女性を応援する全県的な機運
の醸成を図りながら、政策・方針決定過程における女性
の参画を促進する。

● ＳＤＧｓをもっと取り上げるなどして、女性だ
から・若者だから、という偏見をなくしていく
ことから始める必要があると思う。（県民意識
調査より）

● 偏見や格差の意識解消に向けた啓発活動を進めるほか、
人権尊重を基盤とした教育の充実を図る。

（１）

（２）
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１－５　活力にあふれ、安心して暮らすことができる地域社会づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 50.0 54.0 58.0 62.0 

実績 　(H28)　42.0 46.6 62.1 57.6 57.3 

達成率 124.2% 106.7% 98.8%

出典：県総合政策課「県民意識調査」 指標の判定 ａ ａ ｂ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（４）

○ 人口減少、少子高齢化の進行による地域の活力
低下や、地域活性化の軸となるプレイヤー不
足、主たる活動団体のメンバーの固定化・高齢
化などにより、地域づくり活動の担い手の世代
交代が進まず、活動が停滞している。

○ 若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に
向けた取組を促進するため、それぞれの想いを発表・共
有する場を設け、活動アイデアの練り上げや、活動の受
け皿となる団体の組成を支援する。

○ 社会的自立に困難を有する若者が、新型コロナ
ウイルス感染症の感染防止のために外出を控え
ることにより、自宅にひきこもる傾向に拍車が
かかるおそれがある。

○ あきた若者サポートステーションや若者の居場所におい
て、マスクの着用や換気などの基本的な対策を徹底した
上で、必要に応じて電話やオンラインによるサポートも
行いつつ、引き続き、若者の自立に向けて支援する。

代表指標①

社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「社会活動・地域活動に参加した人の割合」は「ｂ」判定であり、定
量的評価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

（１）

○ 人口減少や少子高齢化の進行により、集落を取
り巻く状況はより厳しさを増しており、生活交
通、買い物などの日常生活を支える機能が低下
し、小規模集落ではその存続さえも見通せない
地域も出始めている。（県民意識調査で同様の
意見があり）

○ 複数の集落からなるコミュニティ生活圏の形成に向けた
地域住民とのワークショップの開催やグランドデザイン
の策定等を通じて、市町村との連携のもと、買い物支援
など地域課題解決のための仕組みづくりとその実施に向
けた取組を推進していく。

（２）

○ 協働の担い手となるＮＰＯ等について、構成員
の高齢化・財政基盤の脆弱化及び新型コロナウ
イルス感染症の拡大により活動が停滞してい
る。

○ 市民活動サポートセンターにおいて、ＮＰＯ等の運営に
関する各種相談対応を行うとともに、休眠預金制度の活
用について積極的に支援するなど、ＮＰＯ等の運営基盤
強化を図る。

（３）

○ ＣＣＲＣのビジネスモデルが確立していないほ
か、国における「生涯活躍のまち」の位置づけ
が、全世代・全員活躍型の地域コミュニティづ
くりの施策として抜本的に見直された。

○ 国が見直した新たな「生涯活躍のまち」の施策効果等を
見極めながら、本県のコミュニティ施策への位置づけを
検討していく。

（４）

○ まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、県全体に浸透する
までに及んでない。

○ 市町村と連携し、多様な組織がまちづくりに関わること
ができるよう調整を図る。

○ 地域づくりの当事者として、地域住民自身に
「地域のことは地域で解決する」という意識が
十分に浸透しておらず、取組主体となる住民組
織が育っていない。

○ 地域における生活課題を市町村や地域住民と共有し、地
域のことは地域で解決するという意識を啓発しながら効
果的な取組について検討していく。

○ 人口減少や高齢化等により地域の担い手が不足
してきている一方で、大都市圏に居住しながら
も地方に関心を持ち、継続的に地方に関わり貢
献したいという新たな人の流れが生まれてきて
いるが、その流れを取り込めていない。

○ 関係人口創出の事例等を市町村や関係団体と共有し、本
県に合った効果的な受入体制の整備について検討すると
ともに、本県に関心を持つ県外居住者との交流等を進め
ながら、関係人口を生かした地域の維持・活性化を図
る。

○ 人口減少下にあっても行政サービスの水準を維
持するため、県・市町村において、新たな体制
づくりに関する検討が進められており、県と市
町村の連携は一定の成果が現れ始めている一方
で、市町村間連携については、その意義は理解
されているものの、現状維持を選択する傾向に
ある。

○ 県・市町村協働政策会議における協議や、それぞれの分
野で進めている協働の取組等に加え、県内４カ所に研究
テーマ別に設置した地域連携研究会において、現状や課
題に関する分析を行い、連携に向けた研究を進める。

● 公共交通は年々不便になりつつあり、車を運転
できない高齢者のために買い物サービスを含め
サポートできる体制を強化すべきである。（県
民意識調査より）

● 市町村と協働し、住民主体の支え合い等による、人口減
少や高齢化に対応した地域交通や買い物サービスの確保
など、地域の課題を解決するための取組を支援してい
く。

（５）
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（６）

○ 人口減少に伴う使用料収入の減収や技術職員数
の減少により、市町村が単独で生活排水処理事
業運営を維持していくことが困難となってい
る。また、管理施設の老朽化が進行しており、
今後、補修や改築更新に多額の費用が必要とな
ることが見込まれる。

○ 県と市町村で構成される「秋田県生活排水処理事業連絡
協議会」などを通じ、生活排水処理事業の持続的な運営
へ向けて「広域化・共同化計画」を策定し、県と市町村
の更なる連携を図る。また、下水処理場・ポンプ場及び
管渠の更新工事をストックマネジメント計画に基づき実
施することにより、コスト縮減を図る。
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■戦略２　社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

２－１　成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 1,220 1,269 1,319 1,372

実績 　(H28)　1,124 1,568 ( 1,423 ) ( 1,321 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 116.6% ) ( 104.1% ) －

出典：県輸送機産業振興室調べ 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

目標 587 611 635 660

実績 　(H27)　548 595 ( 602 ) Ｒ３.８月判明予定 Ｒ４.８月判明予定

達成率 ( 102.6% ) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

輸送用機械器具製造業の製造品出荷額
（億円）

代表指標②

医療機器関連製造業の製造品出荷額（従
業員４人以上の事業所）（億円）

（１）

○ 輸送機産業への参入には、高いＱＣＤレベルや
国際認証の取得、技術力の向上等が必要である
が、対応できる県内企業は少ない。

○ 加工技術・品質管理・生産性の向上に向けたアドバイ
ザーの派遣、中核人材を対象にしたセミナーの開催、国
際認証取得に向けた取組への支援等を引き続き進める。

○ 100年に一度の変革期といわれる産業構造の転換
（ＥＶ化）に対応できていない企業が多い。

○ 県内自動車関連企業へのヒアリング調査を通じ、県内輸
送機産業の現状を把握し、今後の産業構造転換への対応
策を検討する。

（２）

○ 再エネ海域利用法に基づく事業者選定のための
公募が国により進められ、発電事業が具体化し
ていく中で、建設工事やメンテナンスに加え
て、県内企業による建設用部材や発電設備用部
品の供給などが可能となるような関連産業の育
成を望む声が高まっている。

○ 県内企業による風力発電メンテナンスへの参入を引き続
き支援するほか、部品供給・製造を目指した大手事業者
とのマッチング支援を強化するなど、今後の洋上風力発
電の展開を見据えた関連産業の県内事業者育成に向けた
取組を進める。

（３）

○

○

県内に研究開発機能を有する企業が少ないこと
から、県内企業間でのサプライチェーン形成が
進んでいない。

医療機器の製造に向けては高い品質管理体制や
認証の取得、医療機器独自の取引形態への対応
等が必要であるが、対応できる県内企業が少な
い。

○

○

県内企業が秋田大学及び産業技術センターとコンソーシ
アムを形成し取り組む医療機器等の研究開発を支援す
る。

参入企業の拡大に向けて、首都圏商談会の開催や医療
ニーズ発表会の開催、マッチング、人材育成など、引き
続き総合的な支援を行う。

（４）

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差により、首都圏のＩＣＴ企業等に県内の人
材が流出する傾向がある。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響から、ワーケー
ションを含めた働き方の多様化への対応や、地方で就職
を希望する人材に向けて、多様な媒体を活用した県内Ｉ
ＣＴ企業等の情報発信を強化する。

（５）

○ 各分野の県内企業においてはＩＣＴの活用が浸
透しておらず、一部、優良な事例は存在するも
のの、ＩｏＴ、ＡＩ等の先進技術の導入は限定
的である。

○ ＩＣＴ基礎研修や技術研修会の実施により、ＩｏＴ等の
先進技術について県内企業の導入意欲の向上を図り、先
行事例を創出するとともに、セミナーやウェブサイト等
による先進技術及び事例の情報共有、ＩｏＴ等のトライ
アル導入による製造現場等への実装を支援する。

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「輸送用機械器具製造業の製造品出荷額」、②「医療機器関連製造業
の製造品出荷額等」どちらも「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年度の実績値は1,321億円で、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響等に
より対前年度比△102億円であるが、マッチング支援による受注拡大やアドバイザーの派遣による企業競争
力の向上、県内自動車関連企業のサプライチェーンとしての取引拡大等により、２年度の目標値（1,319億
円）の100.2％の水準に達している。新型コロナウイルス感染症の拡大の影響はあるものの、自動車産業に
おいて、８月以降は中国、北米需要の回復等による持ち直しの動きが見られたことから、２年度の目標を
若干下回る水準になるものと見込まれる。

代表指標②に関しては、平成30年の実績値は602億円で、30年度目標値（587億円）に対しては102.6％の水
準に、令和２年度目標値（635億円）に対しては94.8％の水準に達しており、医療現場ニーズと県内企業と
のマッチング支援や、医療福祉機器開発への支援等により増加傾向が続いている。新型コロナウイルス感
染症の影響により医療機器の需要は拡大しており、今後も引き続き増加が見込まれる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。
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２－２　中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 12,883 13,257 13,641 14,037

実績 　(H27)　12,153 13,755 ( 13,358 ) Ｒ３.８月判明予定 Ｒ４.８月判明予定

達成率 ( 103.7% ) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ｎ ｎ

目標 5,024 5,169 5,319 5,474

実績 　(H27)　4,739 5,772 （ 5,028 ） Ｒ３.８月判明予定 Ｒ４.８月判明予定

達成率 ( 100.1% ) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（５）

● 優秀な企業は多いが、地域経済を牽引できる企
業があるのは一部の地域に限られる。（県民意
識調査より）

● これまでも地域へより大きな経済波及効果を生み出すコ
ネクターハブ機能を担う中核企業として、計36社（県北
８社、県央13社、県南15社）の認定を行っており、引き
続き、中核企業の創出・成長を図るため、伴走支援等に
よりサポートを行う。

（６）

○ 将来的な事業化を着実に進めるためには、基
礎・応用段階から民間企業が参加することが望
ましいが、実用化、実証化の研究開発と異な
り、民間企業の参加が進んでいない。

○ 基礎・応用段階から参画することで、開発の方向性に深
く関与することができるほか、高度技術系人材の受け皿
としての可能性等について認識してもらうため、今後も
成功事例のＰＲ等を進めていくとともに、参加しやすい
研究開発事業への改善を進めていく。

代表指標①

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業
所）（億円）

代表指標②

製造品付加価値額（従業員４人以上の事
業所）（億円）

○ 人口減少等により人手不足が顕在化している
が、自社の取組や魅力など、人材確保に向けた
情報発信が不足している。

○ 自社製品の開発や働き方改革の推進など魅力ある取組を
行っている企業を首都圏の若者視点で取材し、ＳＮＳ等
の活用などにより、企業の取組の発信に力を入れてい
く。

○ 労働力不足や国内需要の縮小など、県内中小企
業の事業環境が厳しさを増す中、受け身の姿勢
の企業が未だに多い。（県民意識調査で同様の
意見あり）

○ 県内企業の抱える経営課題・技術課題にきめ細かく対応
できる相談・支援体制を引き続き整備し、その積極的な
活用を働きかける。

○ 生産年齢人口の減少が続く中、県内中小企業は
人手不足が続いており、限られた人員で生産性
向上を図らなければならない状況にある。

○ 個別企業に合わせた生産現場での改善指導や助言を行う
とともに、自主的な改善活動を促しながら、生産性の向
上を支援する。

● コロナの影響もあり、将来的に事業継続の見通
しが明るい企業は少ないと思う。（県民意識調
査より）

● コロナ禍において新たに創設された各種融資制度や支援
施策のほか、従来からの支援施策等の活用を積極的に働
きかけ、県内企業の事業継続を支援する。

（２）

○ 雇用を伴わない小規模な起業が多いことから、
雇用保険適用事業所を対象とする開業率は、低
調である。

○ 県内の起業・創業に関わる支援機関間の連携を強化し、
若者を対象に起業意識の醸成を図る。また、幅広い世代
の起業者を掘り起こすとともに、起業準備から起業後の
フォローアップまで、切れ目のない支援を実施し、経営
の安定化と雇用の創出につなげる。

Ｃ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「製造品出荷額等」、②「製造品付加価値額」どちらも「ｎ：未判
明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年速報値は12,845億円で、２年目標値（13,641億円）の94.2％の水準に達
している。また、代表指標②に関しては、元年速報値は4,934億円で、２年目標値（5,319億円）の92.8％
の水準に達している。
２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う国内・海外経済の減速により、生産活動の落ち込みが
生じた可能性があるものの、下半期は、電子部品製造業では５Ｇ関連製品の需要の増加や車載向け製品の
国内外の需要の持ち直し、機械金属製造業では輸送機器の海外需要の増加や国内需要の持ち直しなど、一
部産業で回復の動きがあった。また、中小企業振興条例等に基づき、県内商工団体等と連携しながら、感
染拡大の影響を受けた企業への各種支援のほか、感染症の影響下の変化に対応し、経営課題の解決や事業
戦略の実現を図るため、生産性の向上、新商品の開発等に取り組む企業への支援施策をきめ細かく実施す
るなど、地域経済の活性化に向けた取組が進んでいる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

（１）
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２－３　国内外の成長市場の取り込みと投資の促進
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 55,900 58,600 61,500 64,500 

実績 　(H28)　50,776 50,678 50,271 51,204 45,353 

達成率 89.9% 87.4% 73.7%

出典：県港湾空港課「県港湾統計年報」 指標の判定 ｅ ｃ ｅ

目標 24 24 26 26 

実績 　(H28)　22 24 24 28 25 

達成率 100.0% 116.7% 96.2%

出典：県産業集積課調べ 指標の判定 ａ ａ ｂ

総合評価 評価理由

（２）

○ 秋田県内企業経営者の若返りが進んでいないこ
とから、平均年齢は依然高い水準が続いてお
り、事業承継計画等の策定を後押しし、円滑な
事業承継に対する支援を望む声が多い。

○ 国事業を委託されている、事業承継・引継支援センター
と連携し、事業者毎に、第三者承継やＭ＆Ａも含め最適
な事業承継支援が行われるよう、中小企業支援ネット
ワークの活動を強化していく。

● 後継者がおらず、高齢の代表者が辞めると経営
が成り立たない会社が多い。経営者もあまり自
分の子どもには継がせたくないような感じも見
受けられる。（県民意識調査より）

● 事業承継における事業者毎の多様な課題に対応できるよ
う、事業承継・引継ぎ支援センターをはじめとした中小
企業支援ネットワークにおいてきめ細やかな対応を行
い、Ｍ＆Ａ、再生支援を含め様々なメニューを準備し、
経営者や企業に寄り添い、最良の事業承継の形を模索し
ていく。

（３）

○ 人口減少に伴うマーケットの縮小や事業者の高
齢化・後継者不足等による商店街の衰退が懸念
されるほか、多くの商業・サービス業者が新型
コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた新し
い生活様式に対応した営業形態への転換に追わ
れている。

○ 商店街の担い手人材の育成や空き店舗を活用した魅力あ
る商店街づくり等に積極的に取り組む地域を支援する。
また、ＩｏＴやＡＩの導入などＩＣＴ活用による生産性
向上や新サービス創出に取り組む商業・サービス業を支
援する。

（４）

○ 伝統的工芸品産業の従事者は減少傾向にあり、
産地関係者からも人材確保・育成に関する取組
を望む意見が多い。

○ 県内の伝統的工芸品産地等が抱える課題の克服と活性化
を図るため、引き続き、新商品開発、販路開拓、人材育
成等の取組を支援するとともに、一定以上の技能等を有
する者を「秋田県認定工芸士」・「秋田県みらいの工芸
士」として認定する制度を継続して実施する。

（５）

○ 県内食品製造業は、従業者数30人以上の比較的
規模の大きな事業所が少なく、１事業所当たり
の製造品出荷額等も少ない状況にある。

○ 県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成
とともに、生産性向上のための製造環境の整備や企業連
携等の取組を支援する。

（６）

○ ＩＣＴ建機の機械経費が高額であることや、施
工規模により受注者の負担増を招くおそれがあ
ること、また、一定数を確保しているものの女
性技術者数がまだ大きく伸びていないことなど
から、今後、モデル工事への取組が伸び悩むこ
とが懸念される。

○ モデル工事の内容、達成区分等を建設事業者に再周知す
るほか、令和３年度から対象工事を拡大した週休二日・
ＩＣＴ活用工事の実施状況や効果等を見極めながら、更
なる普及拡大を図る。

代表指標①

秋田港国際コンテナ取扱量（実入り）
（ＴＥＵ）

代表指標②

企業の誘致件数及び誘致済企業の施設・
設備の拡充件数（件）

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「秋田港国際コンテナ取扱量」は「ｅ」判定、②「企業の誘致件数及
び誘致済企業の施設・設備の拡充件数」は「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｄ」。

代表指標①に関して、秋田港と日本海側の主要港や近隣港の対前年比を見ると、秋田港△11.4％、伏木富
山港△11.9％、金沢港△14.8％、酒田港△13.6％となっており、秋田港の減少率は他港に比べて低い状況
となっており、ポートセールス活動等の取組の成果が現れ、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を緩
和できている。

成果・業績指標①「海外展開に新たに取り組む企業数」に関しては目標値の９割の水準で、成果・業績指
標②「環境・リサイクル関連対象企業の製造品出荷額等」に関しては目標を大きく上回っており、取組の
成果が指標の達成率に現れてきている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

２－４　産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 1,575 1,670 1,820 2,010 

実績 　(H28)　1,691 1,355 ( 1,423 ) ( 1,641 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 90.3% ) ( 98.3% ) －

出典：県産業政策課調べ 指標の判定 （ ｄ ） （ ｄ ） ｎ

目標 495 583 671 759 

実績 　(H28)　330 434 575 725 926

達成率 116.2% 124.4% 138.0%

出典：県産業政策課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

（１）

○ 海外展開に取り組む県内企業の発掘に努めたも
のの、新型コロナウイルス感染症の拡大による
商談会等の中止・延期に加え、企業の業績悪化
による県内事業者の海外展開への意欲減退が懸
念される。

○ 海外展開支援補助金、海外サポートデスク及びジェトロ
事業の専門家派遣等の活用に引き続き取り組むほか、オ
ンライン商談や電子商取引などコロナ禍における県内企
業の海外展開を支援していく。

（２）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により
コンテナ取扱量は減少しているが、秋田港アク
セス道路の重要性は変わらず、経済団体等から
の早期完成を望む声は多い。

○ 事業進行中の秋田港アクセス道路の早期完成に向けて、
今後も関係機関との連携を強化し、必要な財源確保につ
いて、国に対して要望していく。

（３）

○ サプライチェーンの国内回帰やリモートワーク
などの新しい働き方、生産部門・オフィス機能
の分散再配置などの新たな企業ニーズに対応し
た取組が求められている。

○ サプライチェーンの再構築・強化を図る県内企業のニー
ズに応じた投資環境を支援するほか、テレワークやサテ
ライトオフィスの活用により首都圏等企業の県内拠点化
の促進を図る。

● 企業誘致は秋田市周辺では進んでいるのかもし
れないが、県全体で進んでいるようには思わな
い。（県民意識調査より）

● 企業誘致に当たっては、県や市町村、民間団体からなる
全県的な組織である秋田県企業誘致推進協議会を中心に
市町村と連携しながら取り組んでいるが、今後も成長産
業や先進的なベンチャー企業をはじめとした誘致活動の
取組を一層強化していく。

（４）

○ 新しい生活様式への変化等による廃家電の種類
や排出量の変化に対応した収集や処理方法が確
立できていない。

○ 市町村・関係機関等と連携しながら、効果的な回収方法
を検討し、回収量の増加を図る。

○ 中国の輸入禁止措置等に伴い、国内で処理しな
ければならない廃プラスチック類が多量に発生
するため、県内リサイクル企業の参入機会の拡
大が見込まれるものの、適切かつ効率的な収
集・処理方法が確立していない。

○ 収集・処理の効率化に関する調査を行うほか、設備投資
や研究開発への支援を行う。

代表指標①

成長産業等における雇用創出数（人）

代表指標②

若者や女性等の働きやすい環境の整備に
取り組む企業数（社）

Ｃ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「成長産業等における雇用創出数」は「ｎ：未判明」、②「若者や女
性等の働きやすい環境の整備に取り組む企業数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ｎ」となってい
る。

代表指標①については、企業誘致等による雇用数に関して、元年度は大規模雇用型の企業の誘致により大
幅な増加となったが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響などにより２年度は474人となり、減少に転
じている。

代表指標②については、女性活躍・両立支援推進員による企業訪問を強化した結果、指標の内訳の一つで
ある「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数」が前年度より大幅に増加したことなどに
より、目標値を大きく上回った。　

成果・業績指標のうち三つが目標値に達していないものの、③「高校生の県内民間事業所就職率」につい
ては令和３年度の目標値を超え、秋田労働局が統計開始以来の最高値となるなど高い成果を上げたほか、
他の成果・業績指標に関しても、達成率又は実績値においては前年実績を上回っている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価を「Ｃ」
とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

○ 県内企業による働き方改革の取組事例集の作
成・配付などにより、推進を図っているもの
の、小規模事業者の取組にばらつきが見られ
る。

○ 秋田労働局や秋田働き方改革推進支援センターなど関係
機関との連携により、小規模事業者を中心とした働き方
改革の普及啓発を継続する。

○ 小規模法人等を中心に健康経営に取り組む県内
法人はまだ少なく、認定制度への登録も伸び悩
みが見込まれる。

○ 健康経営や認定制度の周知を進めるとともに、認定企業
等への取組支援を充実させ、健康経営を通じて従業員が
働きやすい環境の整備を推進する。

○ 20～40歳代の若い世代の移住希望者から、就職
に関する相談への対応の強化が求めれれてい
る。

○ Ａターンプラザ秋田での相談対応やＡターンフェアの開
催に加え、あきた就職ナビの更なる活用を図るほか、企
業とのマッチング機会と移住を一体的に提供する移住・
就業フェアを開催するなど、Ａターン就職のあっせんを
強化する。また、大手転職情報サイトに広告を掲載する
とともに、ダイレクトメールを送信する。

（２）

○ 全国的にＩＣＴ人材が不足する中、給与・待遇
格差により、首都圏のＩＣＴ企業等に県内の人
材が流出する傾向がある。

○ ＩＣＴ人材に関するワーキンググループの議論を踏ま
え、県内企業が求めるＩＣＴ人材を県内で育成するため
のカリキュラムを策定する。

● 企業が増えても専門性や何かのインセンティブ
がないと、優秀な人材は県外に流出してしま
う。（県民意識調査より）

● 職業訓練や業種毎の技術者育成などによる人材確保を図
る。また、企業の生産性向上や働き方改革等を支援し、
賃金や待遇の向上などの取組を推進する。

（３）

○ 新規高校卒業者の県内建設業への就職者数は、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による
県内回帰が期待されるものの、少子化や人手不
足を背景とした人材獲得競争の中で大幅な増加
は見込めない。（県民意識調査で同様の意見あ
り）

○ 新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校
等はもとより、普通高校においても出前説明会を開催し
てマッチングを強化し、県内建設業への入職増加に努め
る。

（４）

○ 県内大学等では、理系学生の県内就職率が低い
状況にあるが、県内企業に関する十分な情報を
持たないまま、大学等で学んだことを生かせる
就職先として県内企業を選択肢から除外し、県
外就職を選択する学生が見られる。

○ 学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、県は、大学等が学生に対して行う県内企
業と連携した取組や情報発信の取組をキャリア開発支援
という形で引き続き支援する。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、学生
や企業の県外をまたぐ移動が制限されることが
想定され、学生にとっては必要な情報を入手し
にくい状況にある。

○ 全国を対象とするオンライン就活イベントや、東北地
方・県内大学等における対面型イベント、オンライン・
対面型の女子活交流会の開催を組み合わせながら実施す
る。

○ コロナ禍と相まって、高校生の県内就職率は、
前年を大きく上回る見込みとなり、地元志向の
継続が予想されるものの、業種別求人のバラツ
キがある。

○ 新たに配置した「若者定着支援員」により、高卒求人開
拓の強化、各高校に対する情報提供等の充実に努める。

○ 高校生、保護者の県内企業に対する理解が少し
ずつではあるが進んでおり、県内就職率が向上
しているが、その水準の維持が課題である。

○ 就職支援員や職場定着支援員によるきめ細かな進路支援
を引き続き行うとともに、地元企業等の説明会や関係機
関との連携を通じて、県内企業等についての生徒、保護
者の理解を一層深め、県内就職の気運を高める。

○ 本県の高校卒業者の３年後の離職率が（平成２
９年３月卒業者：33.4％）は、全国平均（同：
39.5％） を下回ったものの、依然として高い水
準にある。

○ 離職防止のためのセミナー等を実施し、定着を支援する
取組を進める。就職支援員や教員が、卒業生が就職した
県内企業を積極的に訪問し、卒業生との面談を行う。ま
た、早期離職者への県内再就職に必要な求人情報の提供
等に努める。

（６）

○ 科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等に必要とされる専門的な知識・技術な
どを高める機会が不足している。（県民意識調
査で同様の意見あり）

○ 生徒のスキルアップに向けたこれまでの取組に加えて、
工業科の教員を対象とした、高度加工技術に係る研修
や、教科「情報」等の教員を対象としたプログラミング
に係る研修を引き続き実施するとともに、地元企業等と
の連携を図るなど、本研修の充実により、全県規模での
教員のスキルアップに努める。

（１）

（５）
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■戦略３　新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

３－１　秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 670 730 790 850 

実績 　(H28)　576 609 656 705 788

達成率 97.9% 96.6% 99.7%

出典：県農林政策課「担い手に関する定期報告」 指標の判定 ｂ ｂ ｂ

目標 76.0 78.0 80.0 83.0

実績 　(H28)　73.2 74.1 ( 75.0 ) ( 75.4 ) Ｒ３.10月判明予定

達成率 ( 98.7% ) ( 96.7% ) －
出典：県農林政策課「担い手及びその農地利用の実態に関する
調査」 指標の判定 ( ｂ ) （ ｂ ） ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

農業法人数（認定農業者）（法人）

代表指標②

担い手への農地集積率（％）

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「農業法人数」は「ｂ」判定、②「担い手への農地集積率」は「ｎ：
未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標②に関しては、令和元年度実績で２年度目標値の94.3％に達しているほか、既に判明している２
年度の農地中間管理事業による集積面積は3,024haと、農地集積率の増加は確実である。

また、今後の秋田県の農林水産業を支える新規就業者についても、研修制度等の充実を背景に各分野で増
加傾向となっている。　　　　　　　　　　　　　　　

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

○ 担い手育成については、規模拡大や複合化、低
コスト化を進め、持続的に地域をリードするよ
うな経営体が少ない。

○ 引き続き、農地中間管理機構を活用した農地の集積・集
約化を進め、担い手の規模拡大を進めるとともに、園芸
メガ団地、基盤整備、農地集積に三位一体で取り組む
「あきた型ほ場整備」の推進により、競争力の高い経営
体を育成するほか、認定農業者等担い手の経営基盤の強
化を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、複合部門の拡大や経営の多角化等、よりステップ
アップした取組を行おうとする意欲ある担い手を引き続
きソフト、ハードの両面で支援する。

○ 農業法人の構成員の高齢化が進んでおり、特に
集落型農業法人における代表者の平均年齢は66
歳と高い。また、経営規模が20～30haの集落型
農業法人が多く、後継者となり得る常時雇用者
の確保が進んでいない。（県民意識調査で同様
の意見あり）

○ 令和元年度に作成した「集落営農構造再編マニュアル」
により組織間の事業連携・再編等のモデル事例を示すな
ど、秋田県のモデル事例を確保できるように地域での話
し合いを推進するとともに、農業経営相談所と連携しな
がら総合的に集落型農業法人や集落営農組織の構造再編
を推進する。

○ 新規就農者については、雇用就農の増加等によ
り一定数増加しているが、年齢別に見ると中年
層が依然として少ない。

○ 中年層を対象とした県独自の給付金制度を継続するとと
もに、就農相談から就農後のフォローアップまでの一連
の事業により支援する。

○ 燃料利用の拡大など、素材（原木）需要の増加
が見込まれる中で、林業への新規就業者や高い
技術力を持った人材が不足している。

○ 引き続き、短期・中期の林業体験研修を行い、県外から
の移住を含めた多様なルートからの新規就業者の確保に
取り組む。
秋田林業大学校の研修内容の拡充を図り、林業機械操作
はもとよりメンテナンス技術に至るまで、幅広く高度な
技術を持った即戦力となる林業の担い手を育成する。

○ あきた漁業スクールの取組により、毎年一定数
の新規就業者を確保しているが、新規就業者の
年齢層が高く、水産業の長期的な担い手となる
若い就業者の確保育成が進んでいない。

○ 若い担い手をメインターゲットとし、「あきた漁業ス
クール」を通じ、就業希望者の意向に沿った技術研修へ
の誘導や、就業希望者と雇用先となる漁業経営体との
マッチングなど、就業相談から就業後のフォローアップ
等を引き続き実施するほか、県内高校生に向けた漁業情
報の発信に取り組む。

● 県内で第１次産業に従事している人々の高齢化
が進んでいるようなので、もっと若者に興味を
持ってもらえるよう、スピード感を持って対策
を進めてほしい。（県民意識調査より）

● 農業を将来の職業として意識付けするため、農業への関
心が高い農業関係高校や大学に在籍する学生に向けた職
業教育の充実を図る。また、動画配信サイトやＳＮＳを
活用した秋田県農業の魅力発信により、県内外の若者が
農業を身近に感じてもらうためのきっかけづくりの取組
を強化していく。

（１）

（２）
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３－２　複合型生産構造への転換の加速化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 183 196 203 212 

実績 　(H28)　160 145 156 154 167

達成率 85.2% 78.6% 82.3%

出典：ＪＡ「秋田県青果物生産販売計画書」 指標の判定 ｄ ｅ ｃ

目標 370 387 399 411 

実績 　(H27)　352 366 ( 359 ) ( 362 ) Ｒ３.12月判明予定

達成率 ( 97.0% ) ( 93.5% ) -

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 指標の判定 ( ｂ ) ( ｂ ) n

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（３）

○ 地方移住への関心の高まり等を受け、移住者は
増加傾向にあるが、農林水産業への就業は、農
地、機械・施設の確保や関連資格の取得等が必
要となり、技術習得にも時間がかかるため、就
業先として選択する人は限られている。

○ 農業においては、農業法人インターンシップ研修等を実
施し、移住就農希望者の就業体験と農業法人とのマッチ
ングにより雇用就農者の確保を図るとともに、就農後の
フォローアップとして技術指導等を引き続き実施してい
く。林業や水産業においては、短期・中期の体験研修を
行い、県外からの移住を含めた多様なルートからの新規
就業者の確保に取り組む。

（４）

○ 無料職業紹介所を開設しているＪＡもあるが、
全県域での展開には至っておらず、労働力の不
足が原因で規模拡大に踏み切れない経営体が存
在する。

○ 引き続き、秋田県農業労働力サポートセンターの活動を
支援し、ＪＡによる無料職業紹介所の開設を推進すると
ともに、開設意向のあるＪＡの重点支援に取り組む。ま
た、ＪＡ無料職業紹介所におけるマッチングを拡大する
ため、就業イメージづくりを促す農作業動画マニュアル
の作成や農福連携に係る相談員の育成等を展開する。さ
らに、労務管理セミナーの開催を支援し、経営体の労務
管理スキルの向上を図る。

（５）

○

○

女性起業１組織当たりの販売額は増加している
が、女性起業活動全体の販売額や起業活動件数
は減少傾向にある。

直売所への出荷者や農産加工に取り組む女性農
業者は60～70代が全体の８割を占めており、新
たな担い手の参入が停滞している。

○

○

女性農業者組織「あきたアグリヴィーナスネットワー
ク」が行う販売促進やＰＲなどの活動を支援するととも
に、女性農業者が行う新商品開発や販路拡大の取組に要
する経費を助成し、女性起業活動の活性化に取り組む。

専門家の派遣や研修会の開催により、直売所の魅力向上
や経営改善手法の定着を支援し、新たな生産者の直売組
織への加入促進や多様な農産物を品揃えできる体制整備
を支援する。

代表指標①

主要園芸品目の系統販売額（億円）

代表指標②

畜産産出額（億円）

（１）

○ 主要園芸品目の系統販売額は近年横ばいとなっ
ており、園芸メガ団地46地区の中には、販売額
の目標を達成していない地区もある。

○ 目標販売額の達成へ向け、収量改善や労働力確保といっ
たフォローアップ活動を強化するとともに、販売実績が
目標と乖離している地区を「重点支援団地」と位置づ
け、要因分析を踏まえた現地指導を行う。

Ｂ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「主要園芸品目の系統販売額」は「ｃ」判定、②「畜産産出額」は
「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、７月の日照不足・長雨の影響等により、野菜はねぎ以外の品目で出荷量が減少し
たものの、全体の数量不足等により高単価で推移したことや、ねぎやしいたけの出荷量、出荷額が過去最
高となったことなどから、全体の販売額が対前年比108％となり達成率が82.3％となった。
成果・業績指標①「メガ団地等大規模園芸拠点の整備地区数」の達成率は102.2％と、目標を上回るペース
で生産基盤の整備が進んでおり、園芸品目の作付面積が拡大していることから、販売額は更に増加すると
見込まれる。
また、京浜中央市場では、「しいたけ販売三冠王（出荷量74ｔ増）」を２年連続で達成したほか、「夏秋
ねぎの出荷量（423ｔ増）」も２年連続の第２位となり、着実に成果が上がっている。

代表指標②に関しては、令和元年度の達成率が93.5％に達していることに加え、令和２年度に大規模畜産
団地が新たに８か所で整備（累計49施設：成果・業績指標②「大規模畜産団地の整備地区数」：達成率
102.1％）されるなど、生産基盤の整備が着実に進んだ結果、産出額に占める割合の大きい豚や、鶏、肉用
牛の飼養頭数が増加しており、更なる上積みが見込まれる。

また、成果・業績指標③「実用化できる試験研究成果」の達成率は114.2％となり、生産基盤の整備はもと
より、技術の面でも、複合型生産構造への転換は着実に進展している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。
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○ ○果樹は雪害や霜害などの気象災害を受けやす
く、生産量の低下が起こりやすい。

気象災害に強い園地づくりのほか、機械導入等の省力化
が可能な樹形や園地構造への転換に取り組む。

○ えだまめは、京浜中央市場における年間出荷量
は日本一から２位に後退しており、単位当たり
収量が低くなっている。

○ 低単収の要因分析や排水対策等基本技術励行の指導、収
穫ロス等を抑制する新型収穫脱莢機の現地実証等によ
り、単収の向上を図り、日本一奪還を目指す。

○ ねぎは、順調に生産が拡大し、京浜中央市場に
おける夏秋ねぎの出荷量は２位となっているも
のの、１位とは大きな差がある。

○ 生産機械の導入により大規模化が進んでいることから、
規模拡大に合わせた省力化体系や作期拡大の実証を進
め、更なる生産拡大を図る。

○ しいたけは、年間出荷量、販売額、単価の３分
野で京浜中央市場における日本一を２年連続で
達成したものの、３分野とも販売戦略に掲げる
目標には達していない。

○ 引き続き、日本一を維持しながら、販売戦略目標が達成
できるよう、品質の高位平準化を目指すとともに、生産
施設の整備等により更なる生産拡大を図る。

● それなりのブランド力があるねぎや比内地鶏に
比べ、枝豆、椎茸などは生産が盛んに行われて
いることを知っている人が少ないと思う。もっ
とアピールしてもいい。（県民意識調査より）

● 引き続き、ＪＡグループ等と連携した販売促進活動を展
開するほか、メディアサイトやＳＮＳによる情報発信を
充実させ、県内外へＰＲしていく。

（３）

○ ダリアは、栽培面積が日本一となったものの、
出荷量が全国４位、販売額が全国３位であり、
単位面積当たりの生産量が低い。

○ 平成30年度に設立した「ダリア生産日本一獲得プロジェ
クト会議」において生産者・関係者の連携を強化しなが
ら、ダリア栽培技術アドバイザーを中心とした現地指導
体制の強化や、新品種普及のための現地実証など、生産
量増加に向けて取り組む。

（４）

○ 事業要望調査の段階では、規模拡大に向けた施
設整備に意欲のある事業者はいるものの、畜産
施設の整備には多額の費用を要することから、
自己資金のみでは整備が進みにくい。
また、そうした事業者の中には、法人化の手続
きや施設整備に必要な用地の確保などに時間を
要している例もある。

○ 事業費の負担軽減を図るため、畜産クラスター事業等の
国庫補助事業の活用を促していく。また、融資機関を含
めた関係機関で構成する支援チームが、施設用地の確保
等に係る行政手続や経営計画の策定に関して助言し、事
業化から事業実施後の早期安定化まで一体的に支援して
いく。

（５）

○ 県産牛の８割が流通する首都圏では、大手食肉
事業者との取引ルートが確立されているもの
の、他産地との競争は激化しており、消費者に
十分浸透しているとは言えない状況にある。

○ 東京事務所と連携して首都圏における新たな需要の掘り
起こしや取引の継続・拡大を支援し、秋田牛の認知度向
上を図る。

○ 比内地鶏の首都圏等の飲食店を中心とした需要
は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り停滞しており、生産調整が続いている。

○ 令和２年度に制度を創設した「登録店」を中心に、需要
が低迷する夏季における販路拡大に着手するなど、販路
の多角化を進めていく。

（６）

○ 施設きゅうりの「ＡＩ自動潅水施肥システム
（ゼロアグリ）」については、生産性向上や省
力化の効果は確認できたが、現地栽培データや
導入に当たっての費用対効果分析の蓄積が少な
い。

○ 施設きゅうり農家の協力を得ながら、引き続き実証試験
を行い、データを蓄積・分析し、導入に向けた、効果の
検証に取り組む。

○ 果樹生産者の高齢化や減少により、深刻な労働
力不足が生じている。

○ モデル経営実証ほで得られた「盛土式根圏制御栽培」等
の省力化技術の効果の検証をさらに進め、その普及を図
るとともに、複数技術の組み合わせによる省力一貫生産
体系の早期確立に取り組む。

（７）

○ 各種作業工程において、機械のスマート化は始
まっているが、個別機械による効果の検証にと
どまっており、生産現場を想定した一貫体系に
おける効果の検証やその普及拡大・定着には
至っていない。

○ 各公設試において、スマート農機等による新たな農作業
体系の検討や、農家向け実証展示等を行い、生産現場で
のスマート農業体系の導入やその普及拡大・定着を促進
する。

○ 産地間競争に打ち勝つため、消費者や生産者の
多様なニーズに対応する品種の育成が求められ
ている。

○ 県が重点的に取り組む品目について、オリジナル品種育
成を進め、品質や収量の向上を図る。
【えだまめ】食味で評価が高い「あきたほのか」の
　　　　　　作期前進型品種の育成
【ねぎ】　　耐暑性夏穫り品種、濃緑色秋冬穫り
　　　　　　品種の育成

（２）
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３－３　秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 5.48 5.54 5.60 5.66 

実績 　(H27)　5.47 5.40 ( 5.95 ) ( 6.07 ) Ｒ３.12月判明予定

達成率 ( 108.6% ) ( 109.6% ) －
出典：農林水産省「米穀の需給及び価格安定に関する基本指
針」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

目標 10,300 10,000 9,600 9,000

実績 　(H27)　10,500 10,100 (10,700) ( 10,100 ) Ｒ４.５月判明予定

達成率 ( 96.1% ) ( 99.0% ) －

出典：県水田総合利用課「生産費調査」 指標の判定 ( ｅ ) （ ｂ ） ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

全国に占める秋田米のシェア（％）

代表指標②

米の生産費（10ha以上の作付規模の全算
入生産費）（円/60kg）

○ 近年、中食・外食等の業務用米を中心とした需
要が高まっている中で、令和元年における県産
米の業務用向け販売の割合は17％と、全国平均
の37％を大きく下回っている。

○ 県や集荷団体で実施している業務用向け多収性品種の実
証成果に基づき、多収技術の普及によりロットの拡大を
図っていく。

○ 令和２年産米は、事前契約率が75％と高い水準
となったが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、３年産米の販売環境は悪化し、事前契
約の締結が低迷している。

○ 各集荷事業者に対し、播種前契約を促すとともに、数量
や価格等を書面で定めるよう、全農やＪＡ中央会、主食
集荷、地域農業再生協議会等と連携して指導を行い、確
実な需要の積み上げを図る。

● あきたこまちのように大ヒットしなくても他の
農業県のように品種改良をしたブランド米を数
多く出してほしい。（県民意識調査より）

● 現在、極良食味で極早生品種の育成に取り組んでいる
が、新品種の育成・開発には長い年数を要するため、ま
ずは、新品種「サキホコレ」のブランド化を進めるとと
もに、「あきたこまち」を中心とした品種の再構築を図
る。

（２）

○ 令和４年のサキホコレの市場デビューに向けて
は、栽培経験がないため、技術の普及・定着が
求められているほか、県外においていまだ知名
度が低い状況にある。（県民意識調査で同様の
意見あり）

○ 県内20か所に設置する技術普及展示ほを活用し、栽培マ
ニュアルに基づく技術の普及に取り組むほか、ロゴデザ
インの発表会や先行販売イベント等のプロモーションを
積極的に展開する。

（３）

○ 実証ほ場においては、多収性品種や高密度播種
苗栽培の目標収量等を確保できたが、現地にお
ける技術の理解が不十分である。

○ 多収性品種や高密度播種苗栽培等の省力・低コスト技術
については、実証成果に基づいた栽培技術指導により普
及拡大を図る。

○ ＩＣＴ等を活用したスマート農業技術について
は、実演会等でＰＲを図っているが、実演のみ
では効果が見えづらく、農家による積極的な導
入に直結していない。

○ スマート農業技術については、引き続き、生産者へのＰ
Ｒに努めるとともに、スマート農業導入指針に基づき、
効果の高い技術の導入を推進していく。

（４）

○ 農業者の高齢化や担い手不足が顕著となる中、
担い手への農地集積と複合型生産構造への転換
を図る上で前提となるほ場の大区画化や排水改
良など、農地の整備に対するニーズが高まって
いる。

○ 引き続き、ほ場整備と農地中間管理機構による農地集
積・集約化、園芸メガ団地整備等の園芸振興施策が三位
一体となった「あきた型ほ場整備」を計画的に推進し、
効率的で収益性の高い農業経営を実現する。

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「全国に占める秋田米のシェア」、②「米の生産費」どちらも「ｎ：
未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、主食用米の国内消費量が減少傾向となる中、県産米については、堅調な需要があ
り、令和元年産米のシェアは6.07％と目標を上回っている。２年産米のシェアは未判明であるものの、事
前契約数量は20万ｔとなり、全国トップクラスの水準である。
また、新品種「サキホコレ」デビューに向けた各種対策のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により
消費が減退する中で、県産米の販売促進への支援などを実施し、県産米のシェア拡大に向けた取組を積極
的に展開している。

代表指標②に関しては、平成30年に60kg当たりの生産費が増加したものの、農地集積率の向上と共に経営
規模拡大が進んでいるほか、低コスト技術の普及等により、令和元年の60kg当たりの米の生産費は10,100
円/60kgに低減した。
なお、２年については、引き続き低コスト技術の普及等により生産費の低減が見込まれる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

（１）
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３－４　農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 158 172 186 200

実績 　(H27)　143 172 ( 174 ) ( 208 ) Ｒ４.３月判明予定

達成率 ( 110.1% ) ( 120.9% ) －

出典：農林水産省「６次産業化総合調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（５）

○ 主食用米の需要量が年10万ｔ程度のペースで減
少しているほか、新型コロナウイルス感染症の
影響により業務用米を中心に消費が大幅に落ち
込み、在庫が過剰となっていることから、米価
下落が見込まれており、米に偏重した経営で
は、所得が安定しない。

○ 米の需給状況を見極めながら、各地域の農業再生協議会
等を通じて、生産者に対し、飼料用米や備蓄米等の非主
食用への振り向けや、戦略作目等への誘導を図るととも
に、産地交付金を活用して、地域の特色を生かした農産
物の生産を図り、複合型生産構造への転換を加速化す
る。

代表指標①

６次産業化事業体販売額（億円）

（１）

○ 食関連ビジネスに取り組む農林漁業者等で、収
益性や継続性が確保できていない場合がある。

○ 経営改善に意欲のある農林漁業者に対して６次産業化プ
ランナーを派遣し、経営改善戦略の策定と実行を支援す
る。

○ 園芸メガ団地の整備等により一部農産物で生産
拡大が進む一方で、規格外品も発生している。

○ 規格外品を有効活用するとともに、付加価値の高い産地
形成を図るため、産学官金で構成するクラスター協議会
による実需者のニーズに合った一次加工品の商品開発を
支援する。

● 秋田県にはすばらしい食品等がたくさんある。
販路をもっと拡大することが必要である。（県
民意識調査より）

● 商談会や県産品販売イベントの開催などにより、県産品
の認知度を高めながら、首都圏に限らず関西圏や海外へ
も販路を拡大する。

○ 市場を介さず、産地や生産者との直接取引きを
求める実需者が増加しているが、これら実需者
ニーズに対応できる商談スキルを持った農業者
がいまだ少ない。

○ 国内外の販路開拓に意欲的な農業者等を対象に、販売力
向上を目的としたスキルアップ研修を開催するととも
に、マーケットインの視点による実需者ニーズの把握
や、実需者と農業者とのマッチング活動を展開する。

○ 市場出荷されているレギュラー規格品に加え、
実需者が求める食味や外観等にこだわったプレ
ミアムな県産農産物が少ない。

○ 農家の所得向上に向け、実需者との直接取引や契約栽培
を推進するとともに、品質や価格を牽引する新たなブラ
ンド商品づくりを支援する。

○ 東京オリンピック・パラリンピックの各競技施
設等への県産材活用による波及効果を見込んで
いたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、大会が１年延期となったほか、その後も開
催や集客が危ぶまれる中、当初見込みどおりの
波及効果が得られるか不透明になっている。

○ 東京オリンピック・パラリンピック関連施設への県産材
利用拡大の取組過程で得られた首都圏の自治体や企業と
のつながりを活用し、住宅のほか都市木造の分野におい
ても、更に県産材の需要開拓に取り組んでいく。

（３）

○ 更なる輸出拡大に向け、中小ロットの輸出にお
いて、物流コスト高が障壁となり、農業者等の
取組が進んでいない。

○ 民間企業と連携し、物流コスト低減につながるルート構
築に取り組むとともに、海外ニーズの把握に取り組むこ
とにより、中小ロットでの農産物等の輸出を促進する。

○ 果実の需要が旺盛であるが、輸出規制のハード
ルが高い台湾向けに対応できる産地が不足して
いる。併せて農業者等の取組が少ない。

○ りんご・ももの台湾への輸出に向け、輸出規制に対応し
た生産体制を整備するとともに、農業者等の掘り起こし
や組織化を推進するほか、生産現場の指導支援体制を強
化し、取組促進を図る。

Ａ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「６次産業化事業体販売額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、直近の令和元年度実績が約208億円で、２年度の目標額186億円を上回っている。
２年度の実績は未判明だが、県が２年度に直売所を対象に実施した調査では、販売額が対前年度比101.8％
（元年度：62億７千万円→２年度：63億８千万円）となっているほか、農産加工においても産学官金で形
成された各クラスター協議会が行う商品開発等の取組が行われるなど、連携による６次産業化の取組が進
んだことで販売額の堅調な推移が見込まれ、６次産業化事業体販売額は元年度と同程度を確保できる見通
しとなっている。

また、成果・業績指標③「農産物の輸出額」については、米の輸出ルートの定着に加え、輸出重点品目で
ある「秋田牛」や「りんご」のマーケティング活動により、新たな需要が開拓されたことから、目標を大
きく上回った。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

（２）
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３－５　「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 1,554 1,576 1,673 1,700

実績 　(H28)　1,470 1,484 ( 1,519 ) ( 1,583 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 97.7% ) ( 100.4% ) －

出典：農林水産省「木材統計」、林野庁「木質バイオマスエネ
ルギー利用動向調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ａ ) ｎ

目標 651 670 688 706

実績 　(H28)　591 634 ( 640 ) ( 634 ) Ｒ３.10月判明予定

達成率 ( 98.3% ) ( 94.6% ) －
出典：県林業木材産業課「木材加工業実態調査」、「木材需給
動向観測調査」 指標の判定 ( ｂ ) （ ｂ ） ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（３）

○ 米国においては、フェンス材の原料である米ス
ギの代替材として日本産スギへの関心が高い
が、県内の各企業は関心を持っているものの、
情報が少なく、不安要素も多いため、取り組む
企業は少ない。

○ 米国は今後大口需要として期待できることから、木材輸
出に関する調査により状況を把握するとともに、セミ
ナー開催等で輸出に向けた機運を醸成し、輸出取組者の
拡大に取り組む。

（４）

○ 農業法人等を中心にＧＡＰの取組数は増加傾向
にあるが、個々の農業者においてはＧＡＰ認知
度が依然として低く、取組が進んでいない。

○ 生産者向けのＧＡＰ研修会を開催して認知度を高めると
ともに、意義やメリット、取得手続等の周知に努める。

○ 取組の初期にＪＧＡＰ指導員資格を取得した職
員は、資格の更新時期を迎えている。

○ ＪＧＡＰ指導員資格の更新時期を迎える職員に対し、更
新研修の受講を働きかける。

代表指標①

素材生産量（燃料用含む）（千㎥）

代表指標②

スギ製品出荷量（千㎥）

○ 住宅需要の減少が予測されており、住宅以外の
分野での新たな需要の創出が求められている。
また、建築物の木造化・木質化を手がける人材
が不足している。

○ 非住宅分野における木造・木質化の促進に向け、中高層
建築物への木材利用に向けた木質２時間耐火部材の開
発、木造設計に精通した人材の育成等に取り組む。
また、県産部材の新たな用途を開拓するため、土木分野
での活用などに取り組む。

● 住宅建材としての杉の良さをもっと売り込む必
要を感じる。｢住宅には秋田杉を｣といったキャ
ンペーンなどを実施してはどうか。（県民意識
調査より）

● 県産材の良さを普及啓発するため、公共的な施設で、木
造・木質化のモデルとなる施設を表彰し、パンフレット
や県のホームページ、ＳＮＳ等を通じ広く紹介する。
また、住宅建築で多くの県産材が使用されるように、県
と一定数量県産材を使う協定を締結した工務店グループ
等を支援する。

Ｃ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「素材生産量」、②「スギ製材品出荷量」どちらも「ｎ：未判明」で
あり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年実績値は1,583千㎥で、２年の目標値（1,673千㎥）の94.6％の水準に達
している。本県のスギ人工林は本格的な利用期を迎え全県域で素材生産が活発化しており、２年において
は、秋田市や大仙市に整備した大型の発電施設が本格的に稼働した結果、燃料用は対前年比３％程度（８
千㎥）の増加が見込まれる。しかし、新型コロナウイルス感染症拡大により、全国の新設住宅着工数が対
前年比90％となるなどの木材需要落ち込みの影響を受け、製材品出荷量（２月～12月）や合板出荷量（１
月～11月）が前年比１～３割程度減少したほか、合板工場では８月に５割近い減産を余儀なくされたこと
に伴い、２年の燃料用を含まない「素材生産量」の国の速報値は、対前年比12.9％減の1,123千㎥となり、
素材生産量の減少が見込まれる。

代表指標②に関しては、令和元年実績値は634千㎥で、２年の目標値（688千㎥）の92.2％の水準に達して
いる。木材加工流通企業が行う施設整備や国内外への販路拡大を目的としたプロモーション活動等の実施
により、スギ製材品出荷量は堅調に推移していたが、令和２年においては、新型コロナウイルス感染症拡
大による木材需要縮小の影響を受けて、減産を余儀なくされたことから、前年より減少することが見込ま
れる。

新型コロナウイルス感染症の影響により、林業経営体は製材や合板需要の減少に加え、価格が対前年比１
割程度下落したことから、厳しい経営状況となったが、経営維持や雇用の確保を下支えするため、素材生
産を伴わない森林整備を行う県営林緊急整備事業等を実施したことで、倒産や解雇の発生がなく、雇用を
維持・確保した。
また、アフターコロナを見据えた販売力強化に向け、あきた材県外出荷緊急支援事業による県外への39千
㎥分の製品出荷を支援したほか、大径原木加工施設整備緊急対策事業による製材工場における付加価値の
高い製品の生産体制整備を支援した。また、３社に対し２千㎥分の製材品のコンテナ輸出に要する支援を
行い、米国向けスギ製材品の出荷量は令和元年度から約５千㎥増加（対前年比365.6％）するなど、海外で
の新たな販路拡大につながった。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

（１）
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３－６　つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 3,000 3,050 3,110 3,170

実績 　(H28)　2,880 2,821 2,832 2,795 2,937

達成率 94.4% 91.6% 94.4%

出典：県水産漁港課「漁業生産額調査、海面漁協台帳調査」 指標の判定 ｄ ｅ ｂ

目標 10.1 10.3 10.5 10.7 

実績 　(H27)　9.7 8.9 ( 8.2 ) ( 6.7 ) Ｒ４.５月判明予定

達成率 ( 81.2% ) ( 65.0% ) －

出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」 指標の判定 ( ｅ ) ( ｅ ) ｎ

総合評価 評価理由

（２）

○ 低コストで安定的な丸太の生産・流通体制が十
分とは言えず、コストが十分に低減されていな
い。また、皆伐後の再造林が低迷している。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 林内路網の整備や高性能林業機械等の導入を支援し、素
材生産の効率化や低コスト化を図る。また、林業経営体
の施業の低コスト化に向けた取組を支援するとともに、
先進的な造林技術による再造林を普及・定着させるため
の実践フィールドの整備と森林所有者向けの技術指針を
作成する。

（３）

○ 新たな需要に対応する技術力や供給体制の整備
が十分進んでいないことから、非住宅分野や海
外展開に取り組む企業が少ない状況にある。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 非住宅分野や海外需要などの新たな需要開拓を図るた
め、海外（北米）向けや２×４部材などの新たな製品規
格にも対応する木材加工施設の整備を支援し、生産力の
強化に向けた取組を促進する。
また、専門家等を活用し、非住宅分野等の新規需要に対
応した製品の生産技術指導等を実施するほか、ＪＡＳ機
械等級等の取得を促進し、品質性能の確かな製品の供給
を進める。
さらに、スギ製品への需要が高まっている米国市場にお
いてマーケット調査を行い、より付加価値の高い製材品
の輸出を後押ししていく。

○ 燃料利用の拡大など、素材（原木）需要の増加
が見込まれる中で、林業への新規就業者や高い
技術力を持った人材が不足している。

○ 引き続き、短期・中期の林業体験研修を行い、県外から
の移住を含めた多様なルートからの新規就業者の確保に
取り組む。
秋田林業大学校の研修内容の拡充を図り、林業機械操作
はもとよりメンテナンス技術に至るまで、幅広く高度な
技術を持った即戦力となる林業の担い手を育成する。

● 労働環境を改善しなければ、なり手がいない。
（県民意識調査より）

● 林業の機械化を促進し労働力の省力化・省人化を進める
とともに、引き続き、安全で働きやすい労働環境の整備
に向けて支援する。

代表指標①

海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生
産額（千円）

代表指標②

つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産
額（億円）

（４）

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生産額」は「ｂ」判定、②
「つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産額」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響で単価が低下し、主要魚種で漁業生産額が減少
したが、サケにおいては漁獲量、単価共に前年を大きく上回ったことから、前年度より５％増加し、達成
率は94.4％となった。
なお、新型コロナウイルス感染症第２波、第３波の影響を大きく受けた５か月間の単価は、平年と比べて
約30％下落したが、その対策として、秋田県漁業協同組合が行う学校給食及び高齢者施設への県産水産物
の提供や、県漁協が行う魚介類の買い上げや冷凍保管等供給の平準化と価格安定の取組に対して支援した
ことにより、年平均単価では平年比４％の減少にとどまった。単価の大きな下落がなければ漁業生産額は
実績以上に増加する見込みであった。
また、全国豊かな海づくり大会の開催後、県内量販店で地魚の消費を喚起するイベント等が継続して開催
されており、県民の地魚に対する関心が高まっていることから、県内需要の増加が見込まれる。

代表指標②に関しては、サケが好調であったものの、外食需要が大きいマダイ、ヒラメ、フグ類が新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響を受けて単価が下がっており、対象魚種の漁業生産額は微増にとどまるも
のと予想される。
なお、対象魚種の放流実績は対前年度比で５％増加しているほか、平成30年度に整備が完了した水産振興
センター栽培漁業施設において、富山県以北で例のないキジハタの種苗生産に取り組んでおり、つくり育
てる漁業による資源の維持・増大に向けた取組は着実に進んでいる。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、海面・内水面漁業協同組合の収入が減少したことによ
り、アワビやアユ等の種苗を平年と同規模で放流することが困難になったことから、不足分が補てんされ
るよう支援を行っており、来年度以降も資源の維持が期待される。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

○ 魚価や消費動向の変動、海洋環境の変化等に伴
い、栽培漁業の対象種に対する漁業者のニーズ
が変化しているが、それに対応できる種苗生産
技術を有していない。

○ 最新技術に対応した施設としてリニューアルした栽培漁
業施設を拠点に、キジハタ等の新魚種の種苗生産の技術
開発に取り組む。

○ ハタハタは、漁業者、関係団体、学識経験者及
び県からなる協議会で漁期ごとに漁獲枠を設定
し、資源管理型漁業への転換を図っているが、
平成26年漁期以降、漁業生産量は県内需要の約
1,200トンに届かない状況が続き、資源量は未だ
十分に回復していない。（県民意識調査で同様
の意見あり）

○ 資源量回復に向け、漁業者が行う漁網付着卵や漂着卵を
用いたふ化放流に対して引き続き支援するとともに、小
型魚の漁獲を回避する改良網の実用化に向けて効果検証
を進め、漁業者への普及啓発を図る。また、漁場環境の
詳細な把握と資源量推定の精度向上を図り、計画的な資
源管理に取り組む。

○ サケは、近年、海洋環境の変化等によって全国
的に回帰率が低下している。現在の漁業生産量
の維持に向け、稚魚の放流尾数を増加させるた
めには、ふ化場の収容能力に限界があるほか、
資金及び場所が不足している。

○ 現在の放流数を維持しながら、低コスト及び省スペース
で増殖を行うことができる発眼卵放流の実用化に向けた
試験を行い、限られたコストと場所の中で放流数量の増
加を図る。

○ 県内での地魚に対する関心は高まっているが、
県産魚介類の多くは近隣の地方都市に出荷され
ており、県内の取扱量が少ないことから、認知
度は低い。

○ 県内における地魚の認知度向上と消費拡大を図るため、
主要魚種のブランド化など販売戦略を立て、活魚出荷の
ほか加工等の取組を推進する。

○ ８～９割が長期保存できない鮮魚での出荷と
なっており、漁獲量が出荷額に直結することか
ら、価格変動が生じやすい。

○ 品質向上や高付加価値化、安定出荷による魚価の向上に
つなげるため、漁港内で蓄養殖試験を行う。

● 通年で安定供給が出来る水産物が少ない。秋田
県のブランド魚づくりに向けて養殖する技術が
必要である。今、他県の人に秋田の魚を聞いて
も何も思い浮かばないと思う。（県民意識調査
より）

● 波浪の影響を受けにくく漁業者が取り組みやすいワカメ
養殖や、秋田を代表する海藻であるギバサの港外養殖試
験に引き続き取り組むとともに、漁港内での蓄養殖試験
により水産物の安定供給を図る。

（３）

○ あきた漁業スクールの取組により、毎年一定数
の新規就業者を確保しているが、新規就業者の
年齢層が高く、水産業の長期的な担い手となる
若い就業者の確保育成が進んでいない。

○ 若い担い手をメインターゲットとし、「あきた漁業ス
クール」を通じ、就業希望者の意向に沿った技術研修へ
の誘導や、就業希望者と雇用先となる漁業経営体との
マッチングなど、就業相談から就業後のフォローアップ
等を引き続き実施するほか、県内高校生に向けた漁業情
報の発信に取り組む。

（４）

○ 県内各漁港の基本施設で、老朽化に伴うひび割
れや欠損などの変状が進行している。

○ 県内各漁港の外郭・水域・係留施設などの基本施設を中
心に、施設の機能維持を図る長寿命化対策を計画的に進
める。

○ 河川等から流出した泥・ゴミが海底に堆積し、
底生生物の生息環境が悪化しており、漁場の生
産力が低下している。

○ 本県沖合での海底耕耘によるこれまでの成果を学術的な
見知から検証した結果、資源増大等の効果が確認されて
おり、本事業の取組を継続していく。

（５）

○ 本県の魅力ある魚食文化や漁村文化、自然環境
等を観光資源として活用できていない。

○ 全国豊かな海づくり大会を契機に始めたイベント等を引
き続き開催し、本県の魚食文化や漁村文化、自然環境等
の魅力を県内外に発信することで、観光資源としての活
用を図る。

● 内陸のせいか、ハタハタ以外の県内産の魚をあ
まり見かけることがない。野菜などはスーパー
に地産地消コーナーがあるので、魚も秋田県産
コーナーを設ければいいと思う。（県民意識調
査より）

● 県内小売店と食品メーカーと連携して年５回程度実施し
ている「地魚を食べようキャンペーン」を引き続き実施
するとともに、参加店舗の拡大を図る。

（１）

（２）
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３－７　地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 45 50 55 60

実績 　(H28)　37 45 49 53 55 

達成率 108.9% 106.0% 100.0%

出典：県農山村振興課「元気な中山間農業応援事業実績」 指標の判定 ａ ａ ａ

目標 211 423 635 847

実績 　(H28)　－ － 223 457 585 

達成率 105.7% 108.0% 92.1%

出典：県森林整備課「秋田県水と緑の森づくり推進事業実績」 指標の判定 ａ ａ ｂ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

中山間地域資源活用プラン策定地域数
（累積）（地域）

代表指標②

水と緑の森づくり推進事業参加者数（累
積）（百人）

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「中山間地域資源活用プラン策定地域数」は「ａ」判定、②「水と緑
の森づくり推進事業参加者数」は「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

（１）

○ 中山間地域の特性を生かした農作物、特産品の
生産・販売拡大が進む地域がある一方で、取組
が低調な地域があり、地域間の差が拡大してい
る。

○ 各種会議や個別の巡回指導を通じて、事業実施地区の事
例、プラン策定の意義及び補助事業等のメリット措置を
伝え、中山間における地域資源の積極的な活用を図る。

○ 水と緑の森づくり推進事業について、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止のため、市町
村やボランティア団体等が実施する事業が中
止・規模縮小となり、参加者数が減少してい
る。

○ 森づくり税を活用した事業の普及啓発により事業の利用
者と参加者の増加に努めるとともに、事業実施主体に対
しては野外活動における感染防止措置の正しい実施方法
を伝えていく。また、研修会等オンラインで実施可能な
ものについてはオンラインでの開催を進める。

● 林業の縮小や猟師の高齢化、山間部の住人の減
少によって、熊や鹿等の生息域が都市部に近づ
き、獣害等が増えてきている。（県民意識調査
より）

● 市町村等が実施する藪化した森林等における緩衝帯整備
を引き続き支援することで、熊等の野生動物の出没抑制
を図る。

● 耕作放棄地が目立ってきた。高齢化が進み、後
継者も会社勤めのため、両立は難しいという話
を聞く。子どもが後継できないなら他の人を公
募できるシステムが広がればよい。（県民意識
調査より）

● 農地中間管理機構を活用した農地貸借の仕組みの周知に
努めるとともに、農地を貸したい人と借りたい人のマッ
チングを進め、農地の有効利用を図る。

（３）

○ 依然として、生育が思わしくないスギ林や、松
くい虫・ナラ枯れ被害が発生するなど、森林の
持つ公益的な機能が十分発揮されていない。

○ 水と緑の森づくり税事業第３期５箇年計画（平成30～令
和４年度）に基づき、針広混交林化事業やマツ林・ナラ
林等景観向上事業を実施し、健全な森林を守り育てるこ
とで森林の公益的機能の向上を図る。

（４）

○ 老朽化や耐震性への対応など、整備を必要とす
るため池が多く、その全てに早急に対応するこ
とは困難となっている。

○ 効果的な管理体制の構築や、効率的な整備を行うととも
に、防災重点ため池でのハザードマップを活用した避難
訓練や水位計の設置などのソフト対策を実施する。

○ 標準耐用年数を超過している農業水利施設が全
体の41％を占めている。

○ 引き続き、基幹的な農業水利施設については県で定める
方針に基づき計画的な対策を実施するとともに、小規模
な水利施設について、土地改良区等の施設管理者が自ら
更新等の対策を行う団体営事業を新たに実施することに
より、長寿命化対策の加速化を図る。

（２）
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■戦略４　秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

４－１　地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 33,000 33,500 34,000 34,500 

実績 　(H28)　31,596 33,282 ( 34,484 ) ( 35,270 ) Ｒ３.８月判明予定

達成率 ( 104.5% ) ( 105.3% ) －

出典：県観光戦略課「秋田県観光統計」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

観光地点等入込客数（延べ人数）（千
人）

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、県内
観光産業は観光客の急激な減少や旅行者の観光
に対する意識の変化への対応を迫られるなど、
大きな影響を受けている。

○ 新型コロナウイルス感染症の収束状況を見極めながら、
県内流動や県外に向けた誘客を展開するとともに、ウィ
ズ・アフターコロナに対応する本県の特色ある体験型コ
ンテンツの発掘・磨き上げや商品化支援を行う。

（２）

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、新た
な旅行ニーズへの対応が進んでいない。

○ ウィズ・アフターコロナ時代における新たなニーズを見
据え、宿泊施設の三密回避対策や、個人旅行者に対して
ＩＣＴを活用した「旅ナカ」での情報発信を充実すると
ともに、観光関連事業者のデジタル技術に係る知識の底
上げや機運醸成を図る。

● 自然や食べ物など、秋田の魅力的な部分はある
のに、観光地も廃れているし、欠品が多く新鮮
さにも欠けるなど、がっかりする部分が多い。
もっと魅力を伝えられる宣伝と、利用しやすい
環境を整備すべきである。（県民意識調査よ
り）

● ＳＮＳや各種メディアを活用し、秋田の多彩な魅力を積
極的に発信するほか、Ｗｉ－Ｆｉ整備など滞在環境の充
実により、旅行者の満足度向上に資する受入態勢を強化
していく。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大と影響の長期
化に伴い、予定していたインバウンド誘客活動
が制約されている。

○ 訪日旅行の解禁に備え、渡航制限緩和の動きや、現地旅
行会社・航空会社の動向を注視しながら、今後のインバ
ウンド誘客のあり方を検討するとともに、継続的に観光
情報を発信し、本県の認知度向上を図る。

（４）

○ 全国的に見て、本県の情報や話題を見聞きした
ことがあるかを示す情報接触度が低位にある。

○ 令和３年３月にリニューアルした県公式観光サイトを活
用し、本県観光に有効なデジタルプロモーションの活用
や詳細な分析調査を実施のうえ、ＳＮＳの活用や、各種
メディアに対する積極的な情報発信に取り組む。

（５）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大と影響の長期
化に伴い、クルーズ船の運航再開に備えた誘致
活動が停滞している。

○ 今後のクルーズ船運航状況等の情報収集を行うととも
に、運航再開時の多様な旅客ニーズに対応できるよう受
入態勢のあり方について検討を進める。

Ｄ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「観光地点等入込客数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年実績値は35,270千人で２年目標値（34,000千人）の 103.7％であった
が、２年は新型コロナウイルス感染症の影響により、移動自粛や外国人の入国制限等の措置により観光入
込客数は大きく減少する見込みである。また、成果・業績指標①「延べ宿泊者数」、②「外国人延べ宿泊
者数」、③「クルーズ船の寄港回数」も同様に減少する見込みである。

一方、秋田県プレミアム宿泊券の発行や、県内旅行商品の造成支援、「＃秋田を旅しよう」ＳＮＳ投稿
キャンペーンを行い、県内流動の促進による観光需要の下支えを行った結果、対前年比３割程度まで落ち
込んだ宿泊者数を対前年比７割程度まで回復させるなど、一定の効果があった。

また、秋田県公式観光サイトのリニューアルや、東北デスティネーションキャンペーンにおける本県独自
の誘客促進ポスターの制作、重点市場である台湾・中国等でＳＮＳによる情報発信の強化等の取組による
新たな外国人のフォロワーの獲得等、アフターコロナを見据えた情報発信に取り組んだ。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。
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４－２　「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 1,260 1,280 1,290 1,300

実績 　(H27)　1,205 ( 1,401 ) ( 1,347 ) Ｒ３.８月判明予定 Ｒ４.８月判明予定

達成率 ( 106.9% ) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

食料品・飲料等製造品出荷額等（億円）

（１）

○ 米どころでありながら、秋田米を活用した米加
工品の魅力を県内外へ伝えきれていない。

○ 秋田米使用を示すロゴマークの普及、ガイドブックの作
成等を通じ、消費者、バイヤーをはじめとする関係者へ
訴求する取組を行う。

○ 令和４年にデビューするサキホコレの試作を含
め新商品の開発の機運は高まっているが、飲食
店などの休業要請の影響を受け、販路開拓や販
売額の増加には至っていない。また、オリジナ
ルあめこうじ、秋田味噌、酒米新品種など特色
ある素材を生かした商品の販売量、金額が伸び
ていない。

○ 生産から加工、販売までの一貫した体制づくりや県オリ
ジナル技術を活用した製品開発を推進することで、米加
工分野の製品開発を推進する。

（２）

○ 県内食品製造業は、従業者数30人以上の比較的
規模の大きな事業所が少なく、１事業所当たり
の製造品出荷額等も少ない状況にある。

○ 県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育
成、及び生産性向上のための生産環境の整備や企業連携
の取組を支援する。

（３）

○ マッチング商談会は、回を重ねるにつれ来場す
るバイヤーが固定化しており、県内食品事業者
の参加意欲の低下が懸念される。

○ 新規バイヤー獲得のため新商品開発を促し、展示商品を
より魅力のあるものにする。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、県外
バイヤーが来県できない状況が発生している。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響で来秋が困難な県外バ
イヤーについてはオンラインで商談を行う。

● 日本酒はかなり力をつけてきたが、発酵食品ま
で範囲を広げると他県の動きに押されている感
じがするので、強みの日本酒を軸に製造・卸・
小売・飲食が一体となった取組が必要だと思
う。（県民意識調査より）

● 発酵食品については、今後発酵食品や見学等ができる施
設を網羅したガイドブックを作成することにより、本県
の発酵食品の認知度向上を目指す。日本酒については、
引き続き酒蔵や酒造組合等と連携し、県産日本酒の売り
込みを図る。

（４）

○ 輸出に取り組む事業者が固定化しているほか、
日本酒、稲庭うどんに次ぐ第三の輸出商材が見
出せていない。

○ 日本酒・稲庭うどん以外にも、その他商材（特に発酵食
品）の輸出が伸びており、今後も輸出商材の多角化に取
り組んでいきたい。新型コロナウイルス感染症の拡大の
影響を踏まえてオンライン商談を行い成約数を確保す
る。

○ 「あきた発酵ツーリズム」の体験型観光コンテ
ンツは徐々に整備されつつあるが、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大の影響で拠点施設への来
客が伸び悩んでいる。

○ 新型コロナウイルス感染症の収束後に向けて、整備した
拠点施設を中心に発酵ツーリズムのＨＰ等での発信を強
化していく。また旅行商品造成のために旅行会社との連
携を強化する。

Ｄ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「食料品・飲料等製造品出荷額等」は「ｎ：未判明」であり、定量的
評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年速報値が1,332億円となり、２年目標値（1,290億円）の103.3％の水準に
達している。しかし、２年の実績値については、県が各業種に行ったヒアリング等によると、新型コロナ
ウイルス感染症拡大に伴った外食需要の減少などにより、清酒出荷量は対前年比9.1％（元年17,811kl→２
年：16,183kl）の減少、お土産品等としての売り上げが大きい稲庭うどんやいぶりがっこも対前年比１割
～４割ほど減少しており、２年目標値を下回る見込みとなっている。

売上げが落ち込んだ事業者を支援するため、日本酒セットの特別販売会や統一ラベル酒の企画・販売、県
内量販店における県産品購入者へ送料の一部を負担するキャンペーンを実施したところ、特別販売会では
約2,100万円、統一ラベル酒は約3,000万円を売り上げたほか、同キャンペーンに参加した12社の売り上げ
が対前年同期比が平均144％、注文件数で141％となるなど、日本酒や県産品の販売拡大につながった。

また、「あきた発酵ツーリズム」については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により来客数が前
年の約１／３程度に減少しているものの、アフターコロナにおける誘客の増加を見据え、補助金等を通し
て施設整備及び地域における誘客の取組を推進した。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。
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４－３　文化の発信力強化と文化による地域の元気創出
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 455,000 460,000 465,000 470,000 

実績 　(H28)　449,311 315,365 465,879 450,445 54,435 

達成率 102.4% 97.9% 11.7%

出典：県文化振興課調べ 指標の判定 ａ ｂ ｅ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

４－４　「スポーツ立県あきた」の推進とスポーツによる交流人口の拡大
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 54.0 57.0 61.0 65.0 

実績 　(H28)　49.5 46.9 48.0 50.5 58.5 

達成率 88.9% 88.6% 95.9%
出典：秋田県スポーツ推進委員協議会「全県体力テスト・ス
ポーツ実態調査」 指標の判定 ｄ ｃ ｂ

総合評価 評価理由

代表指標①

文化事業への来場者数（人）

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴
い、東京オリンピック・パラリンピックを契機
とした本県ならではの文化の発信が十分に進ん
でいない。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により大規模な
公演等が開催できない芸術文化事業について、実際に秋
田ならではの文化に触れることができない県内外の人々
に対して動画を配信するなど、様々な手法により本県文
化の国内外への積極的な発信を進める。

● 秋田県民が秋田の自然、文化を知らなすぎ。自
信を持ってアピールできていない。（県民意識
調査より）

● 「あきた文化交流発信センター」や「ブンカＤＥゲン
キ」等において、秋田の文化に関する情報を紹介してい
くほか、伝統芸能など秋田ならではの文化に気軽に触
れ、魅力を実感してもらえるよう、体験型メニューの充
実やデジタルツールの活用などにより効果的な発信に努
める。

（２）

○ 伝統芸能や芸術文化活動の担い手の高齢化が進
んでいる中、若者育成の観点で取り組んでいる
事業への参加が伸びない。（県民意識調査で同
様の意見あり）

○ 県内外の若者に秋田の伝統芸能等について関心を持って
もらえるよう、由来等の紹介や実演・体験を取り入れる
など、新たな手法による取組を実施するほか、引き続き
若者の作品発表機会の充実に向けた取組や文化活動への
助成制度等を広く周知しながら、鑑賞者の増加への取組
と併せ、県全体で若者育成の機運の醸成を図る。

（３）

○ 令和４年６月に開館予定の県・市連携文化施設
である「あきた芸術劇場ミルハス」では、従前
の秋田県民会館における利用受付方法（原則と
して窓口で手続を行う）の改善を求める声があ
る。

○ 窓口での受付に加え、ＦＡＸ、メール、郵送等による受
付やクラウドサービスの施設予約システムを導入するこ
とにより、利用者の利便性・満足度の向上を図ってい
く。

代表指標①

成人の週１回以上のスポーツ実施率
（％）

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「成人の週１回以上のスポーツ実施率」は「ｂ」判定であり、定量的
評価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

Ｄ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「文化事業への来場者数」は「ｅ」判定であり、定量的評価は
「Ｅ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により当初予定していた事業等が実施で
きず、令和２年度は実績値が54,435人で目標値の465,000人を大きく下回ったものの、必要な感染防止対策
を十分に講じた上で実施した「アーツアーツあきた」や「Akita Jam Festival 2020」等は多数の来場実績
を上げた。

アフターコロナを見据え、祭りや伝統行事をはじめとした秋田ならではの文化の県内外への発信の取組を
強化し、イベントの中止等を余儀なくされたアーティストや文化団体等が実施した無観客公演の開催の動
画制作・配信への助成では、採択された７事業で計約43,000回を超える閲覧実績があり、芸術文化活動の
支援につなげた。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

４－５　県土の骨格を形成する道路ネットワークの整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 90 90 92 92 

実績 　(H28)　90 90 90 90 92

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県道路課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、ホストタウンでの事前合宿の見学や県民と
の交流が制限される。

○ ホストタウンの市町村と連携し、新型コロナウイルスの
感染対策を実施するほか、オンラインでの交流や練習風
景の動画配信などを行い、交流を図っていく。

○ 少子化によりジュニア層の競技人口が減少して
いる中、指導者の不足等により競技能力の高い
小中学生が県外校へ進学している。

○ 競技力向上連絡協議会の中に３名の外部有識者を含む強
化策検討部会を設置し、これまでのジュニア層の強化策
を抜本的に見直し、「チームＡＫＩＴＡ強化・育成シス
テム」を立ち上げる。また、競技団体が主体となり、学
校の枠を越えて秋田県全体の競技力向上を図るとともに
優秀な指導者を養成することで、小中学生の県外流出を
防ぐ。

● 幼児から大学までのアスリートを育てる環境の
整備が遅れている。秋田には指導者がたくさん
いるが活用できていない。（県民意識調査よ
り）

● 幼少期における様々なスポーツ体験の機会を充実させる
とともに、競技団体による小学生から高校生までの選手
の育成・強化を支援し、ジュニアアスリートの競技力向
上を図っていく。

（３）

○ ビジネスパーソンや子育て世代が気軽に運動で
きる機会が不足しているほか、子供や若者がス
ポーツに親しむことができる場が少ない。（県
民意識調査で同様の意見あり）

○ 健康経営を考える事業所等への指導者の派遣や、トップ
スポーツチームと連携した親子運動教室の開催等に取り
組むほか、総合型地域スポーツクラブによる様々な年代
向けのプログラムの設定を支援する。

（４）

○ 各地域でスポーツ参画人口の拡大やスポーツを
通じた健康増進に資する指導人材の育成が進ん
でいない。

○ 各市町村スポーツ推進委員や総合型地域スポーツクラブ
指導員等の協力を得ながら、全県各地で指導者養成研修
会を開催する。

○ 体育施設は老朽化に加え、自然災害による施設
の被害が増加している。

○ 「あきた公共施設等管理計画」等により、年度ごとの実
施計画を策定した上で、施設管理者と協議の上、優先順
位の高いものから計画的に施設の整備、改修を進める。

代表指標①

県内高速道路の供用率（％）

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内高速道路の供用率」は「ａ」判定であり、定量的評価は
「Ａ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

（１）

○ 高速道路の開通見通しが一部公表されていない
区間があり、企業誘致や物流、観光振興等への
影響が危惧される。（県民意識調査で同様の意
見あり）

○ 関係機関との連携を強化し、高速道路の開通見通しにつ
いて、未公表区間を早期に公表するよう国に対して要望
していく。

（２）

○ 国道105号大曲鷹巣道路の「大覚野峠地区」は、
地すべりや雪崩等による交通障害が頻発するた
め、物流関係者等からの改善を望む声が多い。

○ 国による権限代行事業で行われることとなったが、引き
続き早期着工を、国に対して要望していく。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により
コンテナ取扱量は減少しているが、秋田港アク
セス道路の重要性は変わらず、経済団体等から
の早期完成を望む声は多い。

○ 事業進行中の秋田港アクセス道路の早期完成に向けて、
今後も関係機関との連携を強化し、必要な財源確保につ
いて、国に対して要望していく。

（４）

● 高速道路はかなり供用されてきたが、県内間を
繋ぐ主要な生活道路について、冬季安全対策や
バイパス化等の整備・改修に力を入れてほし
い。（県民意識調査より）

● 道路利用者の安全を確保するため、優先度の高い箇所か
ら計画的に整備を進めていくほか、財源確保について
も、国に対して要望していく。

（５）

○ 道の駅は、災害発生時に、避難、救助等の応急
活動の基地となるが、防災拠点としての機能が
脆弱な道の駅がある。

○ 道の駅の防災機能強化に向けて、非常用電源装置の早期
整備に取り組んでいく。

（２）
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４－６　交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの構築
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 5,435 5,479 5,522 5,567

実績 　(H27)　5,392 6,015 ( 6,795 ) ( 5,384 ) Ｒ４.５月判明予定

達成率 ( 125.0% ) ( 98.3% ) －

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」 指標の判定  ( ａ ) ( ｂ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

秋田県と県外間の旅客輸送人員数（千
人）

（１）

○ 秋田新幹線の岩手県との県境から田沢湖駅まで
の区間は、急峻な山岳地帯を横断するため、悪
天候等による運休や遅延がたびたび発生してお
り、利用者の利便性が損なわれている。（県民
意識調査で同様の意見あり）

○ 災害リスクを低減するため、秋田新幹線のトンネル整備
構想の早期事業化に向け、ＪＲや国に対し要望していく
とともに、地域への経済波及効果等を示しながら啓発・
広報活動を実施するほか、シンポジウム等を通じて県民
等の機運醸成を図る。

○ 奥羽・羽越新幹線の整備計画路線への格上げを
目指しているが、全国的な新幹線の整備の遅れ
等により、その目処がたっていない。

○ 「秋田県奥羽・羽越新幹線整備促進期成同盟会」を中心
に、県民等への広報啓発活動を実施するほか、関係県と
共同で取りまとめた両新幹線の費用対効果や整備手法の
研究結果及び「地域ビジョン」について、関係自治体等
と共有し理解を深めつつ、国等への要望を継続して実施
する。

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、秋田空港及び大館能代空港の利用者数が大
きく減少しており、各路線において運休が長期
化している。

○ 航空会社に対する支援により本県空港への就航継続を図
るほか、新型コロナウイルス感染症の状況を見極めた上
で、県民の利用を促進するための施策を機動的に実施す
る。

○ 新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大と影
響の長期化に伴い、インバウンド回復に備えた
国際定期航空路線等の誘致活動の停滞が懸念さ
れる。

○ 渡航制限緩和の動きや現地旅行会社・航空会社の動向、
外国人旅行者のニーズの変化等を注視しながら、今後の
国際定期航空路線等の誘致のあり方を検討する。

● 本数の少なさと便の偏りが気になる。東京以外
の都市とのアクセスも良くないと思う。（県民
意識調査より）

● 航空ダイヤの改善や便数、使用機材の大型化などの利便
性向上に向けた働きかけを行うとともに、ＬＣＣを含め
た新規航空路線の誘致に取り組み、国内航空路線の充実
を図る。

（３）

○ 人口減少や運転手不足に加え、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大の影響等により、住民生活の
基盤となる地域公共交通の維持・確保が一層困
難になっている。

○ 地域の実情を踏まえ、路線バスやコミュニティ交通のほ
か、住民が主体となる自家用有償運送など様々な交通
モードを組み合わせ、持続可能な地域交通の形成に取り
組む。

● 県内市町村間の公共交通機関の利便性が悪く、
自家用車を利用した移動を行わざるを得ない。
（県民意識調査より）

● 市町村を跨いで運行する広域バス路線について、他の交
通機関との接続を意識したダイヤ編成とするなど、市町
村や交通事業者と連携して、利用者目線による各地域の
移動ニーズに即した地域公共交通ネットワークの改善を
図る。

（４）

○ 秋田内陸縦貫鉄道及び由利高原鉄道について、
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、国内利用客が減少しているほか、外国人の
利用も大幅に減少しており、厳しい経営環境が
続いている。

○ 安全対策に係る経費負担の軽減への支援等により運行の
維持・確保を図りながら、貸切列車及び企画切符等の割
引販売への補助など県民等の利用促進に向けた支援を行
う。

Ｄ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「秋田県と県外間の旅客輸送人員数」は「ｎ：未判明」であり、定量
的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年度実績値が5,384千人であり、２年度実績値は新型コロナウイルス感染症
の拡大の影響により、県外との往来を控える要請がなされたこと等を受け、前年度を大幅に下回ることが
想定される。
そのような中においても、航空会社に対する着陸料助成や、バス・タクシー事業者等が事業継続を図るた
めの支援を実施し、広域・地域の両面で交通ネットワークを概ね維持したほか、アフターコロナにおける
需要の回復を見据えて、秋田・大館能代空港、秋田内陸縦貫鉄道、由利高原鉄道について、感染防止機能
を向上させるための施設改修や備品の購入に対する助成等を行い、必要な取組を着実に実施した。

成果・業績指標①「一般乗合旅客自動車運送事業免許キロ数」については、乗合バス事業者及び市町村に
対する運行費助成や路線再編の支援、地域の関係者が一体となった利用促進への取組により目標を達成し
ている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。

（２）
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■戦略５　誰もが元気で活躍できる健康長寿・地域共生社会戦略

５－１　健康寿命日本一への挑戦
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 71.71 72.21 72.71 73.21 

実績 　(H28)　71.21 － － Ｒ３.秋判明予定 －

達成率 － － －

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の判定 ｎ ｎ ｎ

目標 74.98 75.43 75.87 76.32 

実績 　(H28)　74.53 － － Ｒ３.秋判明予定 －

達成率 － － －

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の判定 ｎ ｎ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①－１

健康寿命　男性　（年）

代表指標①－２

健康寿命　女性　（年）

（１）

○ 健康に関して無関心な県民や働き盛り世代に対
する取組が不足していることから、意識改革や
行動変容につながっていない。

○ 地域において健康づくり県民運動の牽引役となる「健康
づくり地域マスター」を育成するほか、市町村による健
康ポイント制度の導入を支援するとともに、「秋田県版
健康経営優良法人認定制度」の周知拡大により健康経営
の県内企業への浸透を図り、健康意識の向上につなげ
る。

○ 肥満傾向児の出現率は、年々低下傾向が見られ
るものの、全国平均を上回る傾向にある。

○ これまでの指定地域における肥満傾向児対策等、健康課
題解決に係る取組を保健体育課のＨＰに掲載するととも
に、各研修等において、その成果の周知を図る。

（２）

○ 全県的に栄養・食生活改善に向けた普及・啓発
を実施しているものの、市町村や地域によって
栄養・食生活改善に従事する人材が不足してお
り、住民へのアプローチに地域差がある。

○ 栄養・食生活改善に関する出前講座を拡充するほか、住
民に親しみやすい啓発資材を制作・活用して地域差の解
消に努めるとともに、研修会の開催や市町村への働きか
けを強化することにより、普及・啓発に携わる人材の発
掘・育成を進める。

● 減塩については周囲をみても積極的に取り組む
人もなく、たばこの健康被害ほどの認知度がな
いほか、人に迷惑をかけるものでもないので、
個々の意識に訴え続けるしかないと思う。（県
民意識調査より）

● 地域住民を対象とした味噌汁塩分濃度測定の実施や「秋
田スタイル健康な食事」認証制度の周知拡大、「新・減
塩音頭」の利活用など、県民に直接働きかける取組を通
じて、減塩・野菜摂取の必要性や過剰な食塩摂取が健康
に与える悪影響について、引き続き意識啓発を図る。

（３）

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による外出の
自粛や各種運動イベントの中止により、県民の
運動機会の減少が見込まれる。

○ 「あきた元気アッププログラム」等の自宅等で実践でき
る運動の周知・普及を進めるとともに、健康を意識して
行う散歩等の身体的な活動を日常生活に取り入れる取組
をスポーツ推進委員等と連携して推進する。

（４）

○ 健康増進法の改正（平成30年７月）及び秋田県
受動喫煙防止条例の制定（令和元年７月）によ
る規制の内容等が、対象となる施設管理者をは
じめ、県民に浸透していない。（県民意識調査
で同様の意見あり）

○ 改正健康増進法及び秋田県受動喫煙防止条例について、
セミナーの開催やリーフレットの作成により周知を図る
とともに、受動喫煙防止、若い世代の喫煙防止及び禁煙
支援の観点から施策を推進していく。

○ 第２期健康秋田２１計画に基づき、「生活習慣
病のリスクを高める飲酒量」を中心としたアル
コールに関する正確で有益な情報の提供に努め
ているが、生活習慣病のリスクを高める飲酒量
の認知度が向上していない。

○ 秋田県アルコール健康対策推進委員会委員などの関係者
との連携により、リーフレットの配布やポスターの掲示
などによる普及啓発に取り組むほか、特定健診や特定保
健指導時に早期介入や指導ができる人材の育成に取り組
む。

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①－１「健康寿命 男性」、①－２「健康寿命 女性」どちらも「ｎ：未
判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、「健康寿命日本一」に向けて、県民一人ひとりの意識改革と行動変容に結び付け
る様々な取組を、健康づくり県民運動推進協議会を中心に行っている。成果・業績指標②「健康長寿推進
員の育成数」は、前年に比較して30％以上増加するなど、県民運動の推進体制が強化された。コロナ禍に
おいても、ＩＣＴの効果的な活用などにより、県民の健康意識を高めるための取組は着実に進んでいる。

一方、成果・業績指標①「要介護２以上の者（65歳以上75歳未満）が被保険者に占める割合」が改善傾向
にありながらも、全国値を下回る状況が続いているほか、がんや脳血管疾患の死亡率が高いことなどか
ら、県民一人ひとりの意識改革と行動変容に向けた働きかけを引き続き行っていく必要がある。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。
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５－２　心の健康づくりと自殺予防対策
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 22.4 21.6 20.8 20.1 

実績 　(H28)　23.8 24.4 ( 20.3 ) ( 20.8 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 109.4% ) ( 103.7% ) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（５）

○ 12歳児のむし歯の状況はフッ化物洗口の普及に
伴い改善傾向にあるものの、洗口ができない３
歳以下の乳幼児のむし歯の状況が他県に比して
芳しくない。

○ 乳幼児歯みがきハンドブックを活用し、市町村保健師等
を通じて早期からのむし歯予防対策を強化していく。

○ 誤嚥性肺炎予防のための口腔ケアの普及や、地
域包括ケアシステムにおける歯科と他職種の連
携が不足している。

○ 一般県民や医療介護等専門職への歯科保健指導を継続す
るほか、地域包括ケアシステムの中で歯科が役割を果た
せるよう歯科と他職種の連携を強化する場を提供する。

（６）

○ 特定健診の受診率は全国平均を下回って推移し
ており、特に被扶養者の受診率が低い。

○ 地域・職域連携推進協議会において、健康経営の観点か
ら事業主へのアプローチを検討するとともに、かかりつ
けの医師、歯科医師、薬剤師・薬局による健（検）診受
診勧奨を実施し、受診率の向上を図る。

○ 第３期プランや第２期健康秋田２１計画の目標
値に対して、がん検診受診率（胃・大腸・肺・
子宮頸・乳）向上が進んでいない。

○ 自己負担額の軽減、新型コロナウイルス感染症対策の徹
底など、安全かつ受診しやすい環境の整備に努めるほ
か、コール・リコールやかかりつけ医による受診勧奨な
どの取組により、がん検診受診率向上を図る。

○ 高齢者の運動機会の確保や健康維持に関する意
識向上につながるねんりんピック（令和２年度
は延期）や県版ねんりんピックへの参加者数が
伸び悩んでいる。

○ 三密を回避できる会場の選定など、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底し、高齢者が安心してイベントに参加
できる環境を整えるとともに、参加者の意向を踏まえた
開催日や会場とするなど、参加しやすい環境づくりに取
り組む。

○ 「フレイル」という言葉を全く知らない県民の
割合（平成30年12月の県調査では77.6％）が非
常に高く、多くの県民がフレイル対策の重要性
を感じておらず、高齢者層の健康維持の取組が
なかなか進んでいない。

○ 各種メディアによる広報や県庁出前講座「健康寿命日本
一に向けて」を活用してフレイル予防及びオーラルフレ
イル予防への関心を高めるほか、高齢者層を対象に、栄
養や運動をメインとしたフレイル予防についての研修会
及び出前講座を行い、行動変容につなげる。

代表指標①

自殺による人口10万人当たり死亡率（人
口10万対）

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「自殺による人口10万人当たり死亡率」は「ｎ：未判明」であり、定
量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、速報値は18.0、達成状況は113.5％で「ａ」相当であり、自殺死亡率、自殺者数
共に、前年から大きく改善した。ピーク時の平成15年以降からの減少傾向は継続していると見ているが、
全国平均にはまだ1.6ポイント届いていない。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

○ 速報値による自殺者数は前年より減少したが、
長年の課題である高齢者の自殺のほか、今後、
新型コロナウイルス感染症の影響による働き盛
り世代などの自殺者の増加が懸念される。

○ 秋田大学に設置された自殺予防総合研究センターと連携
して各世代に対応した自殺予防対策に取り組み、将来的
には世代ごとのプログラムを民間団体が実施することに
より、民・学・官の自殺対策の強化を図る。

● 悩み相談コールセンターなど特定の場所の環境
は整っているように思うが、本当に必要なのは
やはり当事者のいる学校、職場内の環境整備や
相談対応の仕方だと思うので、そこを見直して
いくべきである。（県民意識調査より）

● 学校においては、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー等を活用した教育相談体制の一層の充実
を図り、併せて、学校の教育活動全体を通して「生命の
尊さ」について指導していく。また、職場においても
「心はればれゲートキーパー養成講座」等を取り入れ、
環境整備を進めるよう、積極的に働きかけていく。

（２）

○ 平成30年度から取り組んでいるＳＯＳの出し方
教育について、学校での主体的な取組が進んで
いない。

○ 中高生と目線の近い大学生を講師とし、秋田大学自殺予
防総合研究センターと連携した取組を進めていく。ま
た、文部科学省通知や自殺対策計画に基づき、学校の規
模や特徴などの条件に合わせ、マニュアルなどを活用し
た取組を進めていく。

（７）

（１）
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５－３　医療ニーズに対応した医療提供体制の整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 35.1 33.7 32.3 30.9 

実績 　(H28)　37.9 37.7 ( 35.5 ) ( 35.0 ) Ｒ３.９月判明予定

達成率 ( 98.9% ) ( 96.1% ) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の判定 ( ｂ ) ( ｂ ) ｎ

目標 85.5 83.6 81.7 79.8 

実績 　(H28)　87.4 83.8 ( 80.0 ) ( 82.0 ) Ｒ３.12月判明予定

達成率 ( 106.4% ) ( 101.9% ) －
出典：厚生労働省「人口動態統計」 及び国立がん研究センター
調べ 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（３）

○ 自殺の要因や傾向等の把握に当たっては、各種
の統計情報を組み合わせて推測しているが、自
殺者数の減少に伴い、地域における自殺の傾向
把握が難しくなってきており、自殺防止対策が
立てにくくなっている。

○ いのちを支える自殺対策推進センターの協力を得なが
ら、県地域自殺対策推進センターにおいて、必要に応じ
て近隣市町村を含めたデータによる集計・分析を行うな
ど、各市町村による地域の実態把握を支援する。また、
秋田大学自殺予防総合研究センターの調査・分析結果の
活用を図るとともに、自殺未遂者の心のケアを図るため
の対応訓練を実施する。

代表指標①

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対）

代表指標②

がんによる人口10万人当たり75歳未満年
齢調整死亡率（人口10万対）

Ｂ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「脳血管疾患による人口10万人当たり年齢調整死亡率」、②「がんに
よる人口10万人当たり75歳未満年齢調整死亡率」どちらも「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、速報値は34.7、達成状況は92.6％であり、高齢者医療先端研究センターや救命救
急センター等への支援など脳血管疾患の年齢調整死亡率の低下に向けた取組を進めている。

代表指標②に関しては、令和元年実績値は２年目標値と比較して99.6％の達成状況となっているほか、地
域がん診療連携拠点病院等への支援など75歳未満年齢調整死亡率の低下に向けて取り組んでいる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

○ 医師については、初期研修医数が高水準を維持
するとともに、修学資金貸与を受けた地域枠医
学生等が医療現場に出始めていることから、一
定程度の成果が見え始めているものの、依然と
して医師不足や地域偏在などが解消していない
ほか、高齢化も進んでいる。（県民意識調査で
同様の意見あり）

○ 国が示す各二次医療圏ごとの医師偏在指標を踏まえた
「医師確保計画」に基づき、秋田大学や県医師会などの
関係機関と連携しながら目標の達成に向けた施策を着実
に推進する。

○ 看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、今後、病院からの需要が減少し、介護保険
施設や社会福祉施設からの需要が増加すると見
込まれるが、需要に合った就労の場の移行がな
かなか進まない。

○ 看護職員については、県看護協会や病院等と連携しなが
ら、新人教育研修をはじめとする各種研修機会を提供す
るとともに、ナースセンター等による復職のための情報
提供や、きめ細かな就業支援に対する取組をサポートす
るほか、在宅医療従事者育成支援事業により、介護保険
施設等の人材確保を進める。

（２）

○ 高齢化が進む中、高齢者特有の疾患対策や高齢
者を地域で支える仕組みづくりが進んでいな
い。

○ 高齢者特有の誤嚥性肺炎、脳血管疾患等への対策や社会
学的側面を含めた研究等に取り組むほか、特に認知症施
策について強化を図る。

○ 呼吸器内科医は、新型コロナウイルス感染症対
策で大きな役割を担っているが、結核入院患者
を受け入れる県内病院が少ないこともあり、そ
の育成が進んでいない。

○ 秋田大学医学部における呼吸器内科医養成の体制整備
（研究の推進、人材の育成・確保）を支援する。

（３）

○ 各拠点病院等においては、国の新しい指針によ
り求められている常勤医師の配置などに苦慮し
ている。

○ 秋田大学医学部附属病院を中心とした県内のがん医療連
携体制の強化と、各拠点病院等における専門性の高い医
療従事者の育成・配置に対して、引き続き支援を行う。

○ 県内の患者団体とがん拠点病院相談支援セン
ターの連携強化等により、患者等の社会参画支
援や相談支援の強化を図る必要があるが、患者
団体のマンパワーが不足しており、十分な患者
会活動ができていない。

○ より活発な患者会活動ができるよう、がん患者団体とが
ん拠点病院との連携によりサポート方法を共有するな
ど、患者支援ネットワークを強化する。

（１）
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５－４　高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる福祉の充実
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 22,750 23,300 23,850 24,400

実績 　(H28)　20,891 21,228 ( 21,241 ) ( 22,602 ) 判明時期未定

達成率 ( 93.4% ) ( 97.0% ) －

出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 指標の判定 （ ｂ ） （ ｂ ） ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（３）

○ 県民及びがん診療連携拠点病院等の医療従事者
をはじめとする院内スタッフに対し、妊よう性
温存治療や助成制度が十分に認識されていな
い。

○ 妊よう性温存治療や助成制度に関するリーフレットの作
成や医療従事者等向け講習会の開催を通じ、周知徹底を
図る。

○ 救急医療に対する県民ニーズは依然として高
く、広大な県土を有し、医療資源に地域偏在の
ある本県では、広域的に必要とされる三次救急
医療の更なる充実・強化が求められている。

○ 県民ニーズに応えた医療提供体制の整備を進めるため、
三次救急医療提供体制の更なる充実・強化に向けて、秋
田大学医学部附属病院を高度救命救急センターに指定す
るなど医療機関が取り組む高度な救急医療機能の整備を
促進する。

○ 県北部は地域救命救急センターが未整備の地域
であり、救命救急センターへの搬送に相当の時
間を要するため、より高度な医療を必要とする
患者を他県に搬送せざるを得ない状況にあるこ
とに加えて、当該地域では、急性心筋梗塞によ
る死亡率が県平均に比べて高い状況にある。

○ 秋田県医療保健福祉計画（平成30～令和５年度）に基づ
き、大館市立総合病院の地域救命救急センターの指定に
向けて、地域医療介護総合確保基金を活用し、心臓カ
テーテル治療を含めたＨＣＵ機能の確保を図るための高
度医療機器の整備を進めていく。また、引き続き大館市
立総合病院と共に、医師確保対策を進める。

● 県内でも地域によってはお産が出来ない状態で
あるなど病院・医師不足は深刻であり、医師会
等と連携し、特に郡部の医療体制強化に取り組
む必要があると思う。（県民意識調査より）

● 秋田県医師確保計画に定める施策に基づき、産婦人科医
師の確保、育成及び勤務環境の改善を進めるとともに、
周産期母子医療センターや産科医療機関の運営支援等に
より、医療ニーズに対応した医療提供体制の構築を図
る。

○ 広大な県土を有し、少子高齢化が進む本県の中
山間や過疎地域においては、在宅医療の体制が
不十分な地域や将来的な存続が危ぶまれている
地域があり、地域の患者が安心できる一連の
サービスの総合的な確保が難しい状況となって
いる。

○ 過疎地域における介護・福祉と連携した一次医療提供体
制の検討会で、不足している医療介護サービスや必要な
体制整備の方向性等の検討を進めるほか、在宅医療の担
い手である診療所の機能維持･確保を図るため、医業承
継に関する取組を進める。

○ 介護施設等医療機関以外での看取りの需要が拡
大していることから、人生の最終段階における
医療・ケアについて、県民の関心を高めること
が求められる。

○ 医療・ケア従事者に対して「人生の最終段階における医
療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等への
理解促進を図るほか、関係団体や医療施設等と連携しな
がら、県民に対しＡＣＰ（人生会議）の普及・啓発を図
る。

（６）

○ 由利本荘・にかほ地域などの一部の地域では、
将来を見据え、急性期病床を持つ医療機関の役
割分担やダウンサイジングの検討・実施が進ん
でいるものの、地域医療構想調整会議の議論が
進んでいない地域がある。

○ 各調整会議において、対応すべき課題について、議論を
より一層深めつつ、地域医療介護総合確保基金を活用し
た支援等を検討する。また、調整会議での議論が進んで
いない地域等では、関係団体と協力しながら、今後の医
療提供体制のあり方について、地域全体で考える機会を
つくる。

代表指標①

介護施設等の介護職員数（人）

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「介護施設等の介護職員数」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年度実績値が22,602人であり、２年度目標値の94.8％の水準に達してい
る。中高生等を対象とした介護施設等での職場体験や中高年、在住外国人等を対象とした入門研修等の実
施、介護職員の処遇改善や人材育成等を積極的に実施する事業者の認証評価制度の推進、介護職員の負担
軽減や生産性向上のための介護ロボット・ＩＣＴ等の導入支援など、介護未経験者の新規就労や労働環境
の改善による介護職員の職場定着に向けた様々な支援策を総合的に展開しており、２年度も増加傾向が続
くものと見込まれる。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

（１）

○ 平成30年度からシステム構築の核となる「在宅
医療・介護連携推進事業」が全市町村で実施さ
れているが、地域により取組状況にばらつきが
ある。また、地域包括ケアシステムは地域の実
情に応じて「目指す姿」が異なることから、全
県一律の対応では市町村支援が行き届かない。

○ 各市町村の事業実施状況を把握するとともに、システム
構築状況、「強み・弱み」や「目指す姿」を明らかにし
つつ、地域の実情に応じたきめ細かな支援を地域振興局
を通じて実施していく。

（４）

（５）
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（２）

○ 高齢化が進む中、今後、介護や福祉サービスの
更なる需要の増加が見込まれるが、人材の受け
皿である事業者との連携が十分でなく、人材の
新たな参入や定着が進んでいない状況にある。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 事業者との連携のもと、介護や福祉の職場のイメージ
アップを図りながら、若者や中高年を含む多様な人材の
新規参入の促進、各層に対応した研修の充実による資質
の向上、労働環境の改善等による定着促進など総合的な
確保対策を推進する。また、新型コロナウイルス感染症
発生施設への応援職員等派遣などを通して、安全で安心
に働ける環境づくりを推進する。

（３）

○ 依然として特別養護老人ホームへの入所のニー
ズが高く、今後も需要が増加すると見込まれ
る。（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 介護保険事業支援計画に基づく圏域ごとの必要量や、在
宅と入所のサービス供給量のバランス等を勘案しなが
ら、引き続き整備を図っていく。

○ 障害福祉計画に基づく障害者の地域移行等を進
めるための受け皿となる障害者支援施設・事業
所等が不足している。

○ 障害者の地域移行に必要な基盤整備などに支障を来すこ
とのないよう、障害者支援施設・事業所等の整備促進に
不可欠な社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の十分な
予算確保を国に働きかける。

（４）

○ 高齢者の健康づくりや社会参加につながるねん
りんピック（令和２年度は延期）や県版ねんり
んピックへの参加者数が伸び悩んでいる。

○ 三密を回避できる会場の選定など、新型コロナウイルス
感染症対策を徹底し、高齢者が安心してイベントに参加
できる環境を整えるとともに、参加者の意向を踏まえた
開催日や会場とするなど、参加しやすい環境づくりに取
り組む。

（５）

○ 認知症に関する支援やサービスは徐々に充実し
てきているが、認知症の人とその家族を関係機
関が連携して支える体制については、地域差が
ある。

○ 県内のどの地域に住んでいても同様の認知症医療が受け
られるよう、認知症疾患医療センターの活動の活性化を
図るとともに、職員の資質向上のための研修や、かかり
つけ医や医療従事者等を対象とした認知症対応力向上研
修を実施する。

○ 障害及び障害者への理解や相談体制の周知が不
十分であり、障害者差別解消推進条例の趣旨が
浸透しているとは言えない。

○ 教育や商工団体等と連携してハンドブックや研修会によ
り普及啓発を図るとともに、障害者団体や市町村と連携
して相談窓口の周知や相談事例の紹介を行う。

○ 障害福祉サービス事業所の工賃向上に取り組ん
でおり、工賃は上昇傾向にあるものの、全国の
平均工賃月額と比較すると本県はまだ十分では
ない。

○ 令和元年から運営している共同受注窓口の利用拡大に向
け、県や市町村等の官公署をはじめ、企業などへの広報
や働きかけを行うとともに、工賃向上に向けた就労支援
事業所の意識改革を促す。

○ 障害者等用駐車区画利用制度が十分に認知され
ていないことから、県民の駐車マナーの徹底が
図られていない。

○ 駐車区画の適正利用化を図る新聞広告、ポスター、県公
式広報媒体により制度の周知を行い、県民の駐車マナー
の向上へとつなげる。

● 障害のある子どもが小さい頃から支援を受けや
すくなるようにもっと取り組んでほしい。（県
民意識調査より）

● 障害児が身近な地域で支援を受けることができるよう地
域における療育支援体制の充実を図るとともに、リハビ
リ等を行う地域医療拠点施設の運営に対する支援を継続
する。

（６）

（７）

○ 実態調査によると、民生委員・児童委員が把握
しているひきこもり状態にある者の８割以上が
支援を受けていない又は支援を受けているかど
うか不明であり、全般的に支援が行き届いてい
ないおそれがあるほか、ほぼ全ての市町村に相
談窓口が設置されているにもかかわらず、民生
委員・児童委員の多くが身近な相談窓口を求め
ており、地域住民に対する周知不足が認められ
る。また、相談窓口は設置されているものの、
様々なケースに適切に対応できる市町村は少な
い。

○ 支援を必要とする方が一人でも多く相談窓口につながる
よう、相談窓口や支援制度について、民生委員・児童委
員を含む地域住民への周知を強化する。また、市町村に
おいて様々なケースに対応できる相談体制の整備を支援
するため、モデル事業を実施する。
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５－５　次代を担う子どもの育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 22 25 28 31 

実績 　(H28)　16 19 25 27 36 

達成率 113.6% 108.0% 128.6%

出典：県地域・家庭福祉課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

里親委託児童数（人）

Ｂ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「里親委託児童数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ａ」。

代表指標①に関しては、目標は達成したものの、令和２年度の里親委託率（乳幼児：39.2％、学童期以
降：10.5％、全体：17.6％）は、元年度の全国平均（全体：21.5％）を下回っており、全国的には下位の
水準にあるほか、国の社会的養育ビジョンで示されている目標値（乳幼児：75％以上、学童期以降：50％
以上）を下回っている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

○ 里親制度への理解が深まっていないことや、里
親として養育することへの不安を感じる人が多
いことから、里親登録者数が伸び悩んでいる。

○ フォスタリング機関事業を担う秋田赤十字乳児院や、各
児童養護施設に配置している里親支援専門相談員と連携
し、引き続き、里親制度の普及啓発を行うほか、里親登
録に向けて、関心の高い事業所、ＰＴＡ等を対象にきめ
細かにセミナーを開催しながら、里親養育への不安解消
に努めるなど、リクルート活動を効果的に展開する。

○ 里親家庭での養育過程において、子どもの発達
障害、愛着障害による問題行動等から、里親が
養育の困難を感じ、心身の疲労やバーンアウト
（燃え尽き症候群）によって、里親委託の解除
が生ずる懸念がある。

○ 養育上の悩みを、里親が早い段階で、フォスタリング機
関のソーシャルワーカーに相談できるようにするなど里
親支援の体制を強化し、里親養育の不調を未然に防止す
る。

○ 児童虐待相談対応件数が増加している中、その
対応を担う児童福祉司が不足している。

○ 児童虐待防止対策体制総合強化プラン（平成30年12月18
日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）
を踏まえた国の配置基準に基づき、児童福祉司の増員を
計画的に進めていく。

○ 要保護児童対策に関する市町村の相談体制や担
当職員の専門性が不十分なため、地域の要保護
児童等に対し適切な支援を行うことができない
おそれがある。

○ 要保護児童対策調整機関の調整担当者研修等を通して、
市町村の対応力の強化を図るとともに、専門性を有する
相談対応職員を配置した「市町村子ども家庭総合支援拠
点」の設置を促進する。

● 児童虐待の認知について、児童相談所の職員で
は限界があるので警察との連携の強化や職員の
権限強化をすべきである。（県民意識調査よ
り）

● 平成28年度から警察職員を各児童相談所に配置し、警察
との連携を強化しているほか、児童虐待防止に向けた普
及啓発キャンペーンの展開により、県民の意識醸成や未
然防止・通告態勢の整備を図る。

（３）

○ 市町村における「子どもの貧困対策計画」につ
いて、令和２年度末現在で20市町が策定済みで
あるが、計画の推進のための関係機関による連
携体制の整備が不十分であるほか、未策定の町
村では策定の見通しが立っておらず、市町村に
よって取組に差がみられる。

○ 様々な支援者が効果的に連携するためのネットワークづ
くりへの支援を行うとともに、未策定の町村に対して、
個別に意見交換をする機会を設け、計画の策定や施策の
推進への継続的な支援を行う。

(４)

○ 肥満傾向児の出現率は、年々低下傾向が見られ
るものの、全国平均を上回る傾向にある。

○ これまでの指定地域における肥満傾向児対策等、健康課
題解決に係る取組を保健体育課のＨＰに掲載するととも
に、各研修会等において、その成果の周知を図る。

○ 平成30年度から取り組んでいるＳＯＳの出し方
教育について、学校での主体的な取組が進んで
いない。

○ 中高生と目線の近い大学生を講師とし、秋田大学自殺予
防総合研究センターと連携した取組を進めていく。ま
た、文部科学省通知や自殺対策計画に基づき、学校の規
模や特徴などの条件に合わせ、マニュアルなどを活用し
た取組を進めていく。

（１）

（２）
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■戦略６　ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

６－１　自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 68.0 70.0 72.0 74.0 

実績 　(H28)　65.0 66.9 ( 65.3 ) ( 67.8 ) Ｒ３.12月判明予定

達成率 ( 96.0% ) ( 96.9% ) －

出典：文部科学省「学校基本調査」 指標の判定 ( ｂ ) ( ｂ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

Ａ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「高校生の県内就職率」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は
「Ｎ」。　

代表指標①に関しては、全国との比較を行い分析に活用する観点から、文部科学省の「学校基本調査」に
よることとしているが、令和３年３月末時点で県が独自に調査した速報値である「秋田県高等学校卒業者
の進路状況調査」によると、県内就職率は72.5％であり、２年度の目標値である72.0％を上回っている。
高校新卒者の求人倍率が全国的に高い状況下において、関係機関と連携し、地域で活躍する企業の紹介、
求人開拓等のきめ細かな取組を進めており、県内就職率は２年連続で増加した。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

○ 各学校では、ふるさと教育やキャリア教育を進
めているが、児童生徒の目的意識が明確でない
まま、活動が先行しているケースも見られる。
（県民意識調査で同様の意見あり）

○ 教員のみならず、ふるさと教育やキャリア教育に関わる
地域や家庭、企業等が、児童生徒に身に付けさせたい資
質・能力及び活動の目的を共有した上で、取組を進めて
いく。

● ふるさと教育は素晴らしいと思うが、大学に進
学してもなかなか秋田に帰ってこない子どもが
多い。（県民意識調査より）

● 高校１、２年生を対象に就職支援員による「ふるさと企
業紹介」や関係部局による「県内定着・回帰に向けた取
組」などの地元企業を知る機会を提供し、県内企業等に
ついての生徒の理解を一層深める取組の充実を図る。

○ 高校生、保護者の県内企業に対する理解が少し
ずつではあるが進んでおり、県内就職率が向上
しているが、その水準を維持できるか懸念され
る。

○ 就職支援員や職場定着支援員によるきめ細かな進路支援
を引き続き行うとともに、関係機関との連携により、地
元企業等の説明会などの充実を図り、県内企業等につい
ての生徒、保護者の理解を一層深め、県内就職の気運を
高める。

○ 県内企業への新規高校卒業就職者の３年後の離
職率（平成２９年３月卒業者：33.4％）は、全
国平均（同：39.5％） を下回ったものの、依然
として高い水準にある。

○ 離職防止のため、就職内定者を対象にコミュニケーショ
ンセミナー等を実施し、定着を支援する取組を推進す
る。また、就職支援員や教員が卒業生が就職した県内企
業を積極的に訪問し、卒業生との面談を行い状況を把握
するほか、早期離職者に対して県内再就職に必要な求人
情報の提供等を行う。

○ 特別支援学校による「職業教育フェア」で披露
している作業学習の技能（縫製、ビルクリーニ
ング、喫茶等）が、参加した企業への就労、職
場実習等の受入れに結び付いていない場合があ
る。

○ 「職業教育フェア」後に学校が、参加した企業へ訪問
し、技能を披露した生徒を紹介することで、職場実習等
の受入に結び付け、就労につなげていく。

（２）

○ 科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化しており、指導する教員に必要とされる能
力も高度化している。

○ 工業科の教員を対象とした高度加工技術に係る研修や、
教科「情報」等の教員を対象としたプログラミングに係
る研修を更に充実させ、全県規模での教員のスキルアッ
プを図る。また、「課題研究」等の実施おいて、地元企
業等との連携を図り、生徒が高度な技術を学ぶ機会を創
出する。

（１）
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○ ○

● ●

○ ○

○ ○

○ ○

６－２　子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 91.4 91.6 91.8 92.0 

実績 　(H28)　91.0 91.4 91.1 90.4 90.0 

達成率 99.7% 98.7% 98.0%

出典：県義務教育課「秋田県学習状況調査」 指標の判定 ｂ ｅ ｅ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

ベテラン教員の大量退職、若手教員の大量採用
が今後10年続くことによって、授業における児
童生徒の主体的な活動の質の低下が懸念され
る。

授業における話し合いや発表などの活動が主体的に行わ
れるよう、各学校の課題に応じた研修の充実を図る。

県民性なのか教育のせいなのかわからないが、
意欲的に学ぼうとする態度や自己表現力が足り
ないように思う。（県民意識調査より）

自ら問いを発して学習課題を立て、協力し合いながら課
題を解決していこうとする主体的な態度が育成されるよ
う、秋田の探究型授業の更なる充実を図る。

高等学校における特別支援教育に関して自校の
指導・支援の取組の成果や課題について、教職
員全体の共通理解が十分に図られていない。

学校の年間計画に特別支援教育の研修会を明記し、多く
の教員の参加を促すとともに、研修終了後に個々の学校
における「課題等」を話し合い、教職員全体で共有す
る。

「個別の支援計画」、「個別の指導計画」の意
義や必要性に関する教職員の理解が進んでおら
ず、十分に活用されていない学校が多い。

教育委員会と特別支援学校教職員が学校を訪問する際
に、「個別の支援計画」、「個別の指導計画」の活用に
関する好事例等を教職員に分かりやすく説明するなどし
て活用促進を図っていく。

（４）

就学前教育と小学校教育の円滑な接続に係る取
組について、「わか杉っ子！育ちと学びのス
テップアップ事業」実施市及び１町村に１施設
の地域は総じて充実しているものの、地域格差
がある。

例年県北・中央・県南の３地区において実施していた県
主催の就学前・小学校地区別合同研修会を、事業実施市
毎でも併せて開催し、各地域の実態に応じてきめ細やか
に課題への対応を進めていく。また、円滑な接続のため
には単なる交流のみではなく、相互理解を図り子どもの
育ちのステージに応じた保育や授業を行っていくことが
重要であることを啓発し、連携・接続の更なる充実を図
る。

代表指標①

授業で自分の考えを発表する機会がよくあ
ると思う児童生徒の割合(小４～中２)(％)

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業で自分の考えを発表する機会がよくあると思う児童生徒の割
合」は「ｅ」判定であり、定量的評価は「Ｅ」。

代表指標①に関しては、目標に僅かに届かないながらも90％台と高い水準を維持しており、全国学力・学
習状況調査における同質問における全国平均と比べ、小学校では８ポイント程度、中学校では10ポイント
程度高い状況が続いている。本県独自の少人数学習の実施や、他者と関わりながら問題の解決を図る探究
型授業の充実により、授業で児童生徒が意見発表する機会が十分に確保されているものと考えられる。

高等学校においても、成果・業績指標①「国公立大学希望達成率（公私立、全日制）」が、令和２年度目
標値である58.0％を上回る61.6％となるなど、学力の定着が進んでいる。また、難関大学進学者及び医学
部医学科進学者も前年度より増加している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

（１）

○

○

●

生徒１人１台タブレット端末の環境は整った
が、ＩＣＴの活用による「個別最適な学び」の
実現に向けた取組については今後の充実が待た
れる。

教員のＩＣＴ活用指導力の向上に向けた取組が
不十分である。

基礎知識をしっかり身につけてこその意欲であ
り、自らの考えや判断だと思う。学校は分から
ないから学びに行く場なので、「わかりませ
ん。」と言えない子どもにも目を向けてほし
い。（県民意識調査より）

○

○

●

「個別最適な学び」の実践事例を収集し、わか杉学び
ネット等での情報発信や学校訪問での指導の充実を図
る。

各学校のＩＣＴ活用推進リーダーを中心とした校内研修
を充実させ、学習指導におけるＩＣＴの活用だけでな
く、ポートフォリオの作成や各種調査等における効果的
な利用について事例を教員間で共有し、指導に関するス
キルアップを図る。

授業における振り返りの充実を図り、個々の課題を明ら
かにするとともに、ＩＣＴ等を効果的に活用して「個別
最適な学び」の充実を図る。

（２）

（３）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

(５)

新型コロナウイルス感染症の拡大により、科学
技術に興味・関心がある生徒を対象とした実験
演習や課題研究など、発表する場面及び表現力
を育成する機会の提供が難しくなった。

日程や会場の工夫、ＩＣＴの活用等で対応し、生徒が科
学的に探究する力や態度が高められる機会を創出してい
く。また、スーパーサイエンスプログラム事業により、
新教育課程の「総合的な探究の時間」や「理数探究」等
の活動の方向性を示していく。

６－３　世界で活躍できるグローバル人材の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 47.0 52.0 57.0 62.0 

実績 　(H28)　37.1 49.1 48.3 39.1 －

達成率 102.8% 75.2% －

出典：文部科学省「英語教育実施状況調査」 指標の判定 ａ ｄ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）

英検ＩＢＡ等の外部試験の結果によると、前年
度より大きな改善が見られたが、代表指標の目
標値（57.0％）に達していない。

「ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業」に
より、国際理解及び英語学習への動機付けを図り、生徒
の英語力を強化する。また、指導主事による学校訪問や
各教員研修等を通じて、応用力を高める言語活動の在り
方等について指導助言を行う。

新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大の
懸念から、国際交流の機会が減少し、異文化に
対する理解を深める機会の減少が懸念される。

それぞれの事業において柔軟な対応や活動内容の工夫を
し、ＡＬＴや国際交流員と対面やオンライン又は手紙等
でのやり取りを通して、英語コミュニケーション能力の
向上を図るとともに、異文化及び自国の文化を理解し、
国際貢献の精神を育む機会を提供する。

ＡＫＩＴＡグローバルネットワーク事業による
研究発表交流会が、国内での探究活動・発信に
留まっている。

国際交流活動や国際教育講座等を通じて、生徒に地域課
題の解決方法が世界規模の課題にどう役立つかを考察さ
せるとともに、オンライン交流等により海外との交流機
会の拡大を図る。

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り、直接海外に赴き、交流する機会が減ったこ
とから、国際感覚や世界的視野を身に付けた人
材の育成が難しくなっている。

リモート講座などを積極的に活用していく。また、新型
コロナウイルス感染症が収束した後は、海外の友好交流
地域への派遣等による青少年交流も速やかに再開し、国
際感覚や世界的な視野を身に付ける機会を引き続き提供
する。

在住外国人への災害情報等の提供体制がまだ確
立されておらず、より一層の充実を求める声が
寄せられている。

国際交流団体等による国際理解活動や国際協力活動を支
援するとともに、新型コロナウイルス感染症や災害発生
時の緊急情報などを、わかりやすく伝え、在住外国人も
暮らしやすい多文化共生社会づくりを促進する。

代表指標①

英検３級以上相当の英語力を有する中学
３年生の割合（％）

（２）

（３）

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生の割合」は「ｎ：未
判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「英語教育実施状況調査」は中止となったが、本県が独自で全生徒
を対象に実施した英検ＩＢＡ（令和２年６月実施）の結果によると、「英検３級以上相当の英語力を有す
る中学３年生の割合」は48.3％であり、目標に対する達成状況は84.7％となる。英検ＩＢＡによる同レベ
ルの３年生の割合は前年度より9.3ポイント増えており、文部科学省が示す目標値（50％）に近づいてい
る。また、「英検準２級以上相当の英語力を有する高校３年生の割合」が51.3％と、文部科学省が示す目
標値（50％）を超えている。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、児童生徒を対象としたイングリッシュキャンプや海外派遣が中
止となったが、ファンライティングやOnline Seminar Series、オンラインによるディベート活動（e-
Debate交流会）を新たに実施するなど、手法を工夫しながら児童生徒の英語学習意欲の向上や論理的思考
力の育成に資する取組を継続している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。
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● ●

●

●

●

■

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

（３）

英語だけではなく多言語を自由に学べる環境が
必要と考える。（県民意識調査より）

秋田県国際交流協会(ＡＩＡ)において、異文化交流サロ
ンを開催し、国際交流員（韓国・ロシア・アメリカな
ど）が県民と気軽に交流できる環境をつくりながら、文
化と共に多言語を学ぶ機会を提供している。
併せて、ＡＩＡコミュニティーサポーター（有償ボラン
ティア）派遣による通訳・翻訳・文化紹介に加え、サ
ポーターへの通訳研修・翻訳研修も実施しながら、幅広
いニーズに対応している。

６－４　豊かな人間性と健やかな体の育成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 83.6 84.2 84.8 85.4 

実績 　(H29)　83.0 83.0 89.1 86.0 －

達成率 106.6% 102.1% －

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の判定 ａ ａ ｎ

目標 67.0 68.0 69.0 70.0

実績 　(H29)　65.6 65.6 66.0 65.9 －

達成率 98.5% 96.9% －

出典：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 指標の判定 ｂ ｂ ｎ

総合評価 評価理由

Ｂ

代表指標の達成状況については、①「自分にはよいところがあると思っている児童生徒の割合」、②「運
動やスポーツをすることが「好き」な児童生徒の割合」どちらも「ｎ：未判明」判定であり、定量的評価
は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「全国学力・学習状況調査」は中止となったが、本県の小学校・中
学校の約４割において、任意で同じ調査を実施しており、同質問に対する回答状況は84.7％となってい
る。新型コロナウイルス感染症の拡大により、学校行事や地域活動の機会が縮小し、前年度よりも一人ひ
とりが活躍できる場面は減ったものの、全体としては目標に近い水準を維持している。

代表指標②に関しては、代替となる調査はないものの、令和元年度実績については、達成状況は96.9％で
あり、全国平均値を小学校５年生男子は5.2ポイント、同女子は6.8ポイント、中学校２年生男子は9.3ポイ
ント、同女子は5.6ポイント上回る結果となっており、各学年男女の合計についても、３年連続全国１位で
あった。２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大により運動の機会が減少したが、質の高い体育・保
健体育授業を展開し、児童生徒の体力維持に努めた。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

各学校の道徳教育の充実に向けた、学校と家庭
や地域社会との双方向の交流や連携が十分でな
い。

家庭や地域社会との連携を通して道徳性を養うことの必
要性を確認し、指導主事が各学校に連携の在り方に関す
る好事例を紹介したり、具体的な改善の視点等を示して
助言したりする。また、「命の大切さ」について認識を
高めるためのモデル地域（家庭や地域社会との連携を核
にし、県北・県央・県南で各１中学校区を指定）による
取組を積極的に発信する。

令和元年度の千人当たりの不登校児童生徒数
（国公立小・中学校）は15.0人と、全国平均よ
りも少ない状況にあるが、ここ数年増加傾向に
ある。

適応指導教室等の関係機関との連携を一層強化し、児童
生徒や保護者が不安や悩みを解消できるよう、実態に応
じた支援を行う。また、スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカーの配置時間等の充実と、ＳＮＳを
活用した相談体制の整備を図る。

不登校児童生徒へのＩＣＴを活用した教育機会
が十分に確保されていない。

遠隔・オンラインを活用した学習について出席扱いとす
る制度や、学習の成果を評価に反映できる制度の活用に
ついて周知し、好事例を発信する。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による活
動の制限やインターネット機器の急激な普及に
より、インターネット利用の低年齢化や長時間
化が更に進んでいる。

コロナ禍でも切れ目のない啓発活動ができるように、
ソーシャルディスタンスを意識した集合型研修やオンラ
インによる研修のどちらにも対応できる研修体制を整え
る。また、これまでと同様に関係機関と連携を図り、
ネットトラブルへの対応についての周知も継続して推進
する。

代表指標①

自分にはよいところがあると思っている
児童生徒の割合（小６、中３）（％）

代表指標②

運動やスポーツをすることが「好き」な
児童生徒の割合（小５、中２）（％）

（１）
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● ●

○ ○

○ ○

○ ○

（１）

学校に常駐しているカウンセラーを気軽に利用
できる仕組みや意識づくりができれば素晴らし
い。（県民意識調査より）

対面による相談のみならず、手紙による相談など、児童
生徒等が気軽に利用できるよう工夫する。また、児童生
徒に短時間のカウンセリングを体験させたり、カウンセ
ラーを授業等で活用するなど、カウンセリングに対する
敷居を低くする。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
居住地校交流を含む学校間の交流及び共同学習
と地域の団体等との交流活動について、規模縮
小や内容変更等をせざるを得ない。

新型コロナウイルス感染症の流行が数年に及んでも交流
活動の質を維持できるように、対面とオンラインの組合
せなど効率的・計画的に実施している他校の好事例を特
別支援学校に情報提供する。

中学校での居住地校交流は、障害の程度や発達
段階等から一緒に学習できる教科等が限られて
いるため、交流授業に広がりが見られず、回数
の増加が難しい。

居住地校交流の事前障害理解授業やボッチャなどの障害
者スポーツを介した授業等を実施することで、幅広い教
科で交流授業を実施できるようにする。

運動部活動について、部活動指導員や外部指導
者の配置は徐々に進んではいるものの、専門的
な指導を求める生徒や保護者のニーズに十分に
応えることができていないほか、教職員の負担
が依然として高い状態である。

運動部活動が学校教育の一環として行われる活動である
ことに理解を得た上で、地域と協働した部活動運営につ
なげるとともに、運動部活動運営委員会等を通じた外部
指導者の確保などにより、生徒や保護者の多様なニーズ
に合った技術指導等の充実及び教職員の負担軽減を図っ
ていく。

６－５　子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 84.0 84.0 84.0 84.0 

実績 　(H29)　83.8 83.8 85.8 86.1 －

達成率 102.1% 102.5% －

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の判定 ａ ａ ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）

（３）

○ 校種や性別によって、運動をする子どもとそう
でない子どもの二極化傾向が見られ、一週間の
総運動時間が60分未満の児童生徒については、
運動する習慣が確立されていないことから、将
来の健康問題が懸念される。

○ 授業や遊びの中で自ら進んで運動に親しみながら、多様
な動きを経験し基礎的運動能力を高める取組を充実さ
せ、運動が好きな児童生徒を育てるとともに、望ましい
運動習慣の確立や体力の維持・向上を図っていく。

代表指標①

授業の内容がよく分かると思う児童生徒
の割合（小６、中３）（％）

Ａ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業の内容がよく分かると思う児童生徒の割合」は「ｎ：未判明」
であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「全国学力・学習状況調査」は中止となったが、本県の小学校・中
学校の約４割において、任意で同じ調査を実施しており、同質問に対する回答状況は86.7％となってい
る。各学校において授業改善などが進んでおり、コロナ禍においても順調に数値が伸びている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

（１）

○ 児童生徒のＩＣＴ活用を指導する教師の指導力
については、ＩＣＴ教育が本格化する過渡期で
あり、学校毎の差や教師個人の差が大きい。

○ 学校訪問等で、各学校におけるＩＣＴの活用状況を把握
するとともに、ＩＣＴ推進のモデル校の取組について情
報発信していくことにより、地域間、学校間、教員間の
指導スキル等の平準化を図る。

（２）

○ 東日本大震災の発生以来、各校の防災教育は一
定の成果を上げているものの、震災から10年が
経過したことで、防災教育を含む学校安全の取
組の形骸化が一部で見られる。

○ 各研修会や学校訪問において、実効性のある学校安全計
画及び危機管理マニュアルの見直しや改善支援を行う。

○ 地域と連携した防災訓練については、学校の時
間確保や、地域や関係機関等との協議の場の確
保が不十分なため、実施できていない学校等が
ある。

○ 学校と地域や保護者との情報共有、関係機関との連携の
ため、各校の実情に応じた「地域学校安全推進委員会」
等の設置について、指導主事による学校訪問等を通じて
啓発を図る。

○ 地域学校協働本部を設置している23市町村で配
置した統括コーディネーターのうち、17市町村
で行政職員がその任を担っている。

○ 地域や学校をつなぎ、持続可能な仕組みづくりを進める
ためには、地域住民が統括コーディネーターを担うこと
が望ましいことを、研修会や市町村訪問等の機会を捉え
伝えていく。併せて現在すでに地域コーディネーターと
して活動している方の中から、統括コーディネーターを
選出することが有効であることを市町村に伝えていく。
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６－６　地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 94 96 98 100

実績 　(H28)　89 86 102 106 116 

達成率 108.5% 110.4% 118.4%

出典：県高等教育支援室調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

目標 28.8 29.2 29.6 30.0 

実績 　(H29)　28.4 28.4 27.9 28.8 28.1 

達成率 96.9% 98.6% 94.9%

出典：文部科学省「学校基本調査」 指標の判定 ｅ ｂ ｅ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）

● 学校と家庭は結びつきが強いようだが、学校と
地域のつながりが弱いように思う。地域住民全
体が子どもたちと関わることができる機会があ
ると良いと思う。（県民意識調査より）

● 学校と地域のつながりをこれまで以上に深めていくため
に、各学校区における地域コーディネーターの配置と地
域学校協働活動の充実について、各市町村教育委員会に
働き掛け、その体制整備を支援する。

代表指標①

県内高等教育機関による県内企業等との
共同研究・受託研究数（件）

代表指標②

県内高卒者の県内大学・短大への進学率
（％）

Ｄ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内高等教育機関による県内企業等との共同研究・受託研究数」は
「ａ」判定、②「県内高卒者の県内大学・短大への進学率」は「ｅ」判定であり、定量的評価は「Ｄ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。

○ 県内高等教育機関には、本県の産業界におい
て、成長が期待される分野を担っていく専門的
で高度な技術・技能を持つ人材の育成が求めら
れている。

○ 新たに県立大学に「アグリイノベーション教育セン
ター」を設置するなど、ＩＣＴ人材等の育成に対する支
援を強化していく。

● 県内の大学等において、具体的にどういう研究
や社会貢献活動が行われているのか分からな
い。（県民意識調査より）

● 県内大学等が有する知的資源を活用し、本県が抱える課
題の解決を図る共同研究等の取組が一層推進されるよう
支援するとともに、研究成果の発信、ＰＲにも力を入れ
ていく。

● 県内の大学等はほとんどが秋田市にあるため、
地域活性化という意味では不十分である。（県
民意識調査より）

● 地域活性化に向け、県内大学等が行う地域貢献活動な
ど、県民を対象にした多様な取組が一層推進されるよう
支援していく。

（２）

○ 「高大連携高校生サマーキャンプ」について
は、県内大学と県教育委員会との連携のもとで
行っている全国でも先進的な取組であるが、参
加生徒数は100名程度と少ない状況が続いてい
る。

○ 私立高校にも参加を呼びかけるとともに、オンラインに
よる実施を試み、主会場であった秋田市に集まること無
く、所属高校において遠隔で参加できるようにする。ま
た、全県の高等学校長に対して事業の魅力を周知し、参
加協力を呼びかける。

○ 県内大学等では、理系学生の県内就職率が低い
状況にあるが、県内企業に関する十分な情報を
持たないまま、大学等で学んだことを生かせる
就職先として県内企業を選択肢から除外し、県
外就職を選択する学生が見られる。

○ 学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意
識できるよう、県は、大学等が学生に対して行う県内企
業と連携した取組や情報発信の取組をキャリア開発支援
という形で引き続き支援する。

（１）
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○ ○

○ ○

● ●

○ ○

６－７　地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 28.0 29.0 30.0 31.0 

実績 　(H28)　26.6 23.7 24.3 18.6 15.4 

達成率 86.8% 64.1% 51.3%

出典：県生涯学習課調べ 指標の判定 ｄ ｅ ｅ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

高校生の読書ニーズの多様化により、学校図書
館の資料整備や環境整備の面で、学校によって
差が生じることが考えられる。

県立図書館の図書セット貸出しによる資料整備や、要請
に応じた学校図書館訪問による環境整備を行い、各校の
実情に合った支援を進めていく。

セカンドスクール的利用を含めた美術館や博物
館の利用は、従来型の鑑賞や体験を中心とした
スタイルだけではなく、職員による出前授業や
オンラインでの利用など、学校や利用者のニー
ズが多様化している。特にコロナ禍においては
施設利用に制約があることから、この傾向が顕
著になっている。

令和２年度に実施した出前セカンドスクールの取組は一
定の成果が見られたことから、出前授業やオンラインの
活用も含め、新しい利用スタイルを積極的に取り入れて
いく。また、施設に来館する場合も、密集・密接が発生
しにくいイベント運営の工夫や、感染症対策を講じつつ
行える学習プログラムの開発等、安全に利用できる環境
づくりを進めていく。

県の主要な文化施設が秋田市に集中し過ぎてお
り、学びの場が提供されていても、参加できる
機会を増やさなければ意味がないように思う。
コロナ禍で施設利用が減っているようだが、
ニーズの変化に対応できているのか。（県民意
識調査より）

新たに施設を増やすことは難しいが、既存の施設の機能
を活用し、移動展示や出前講座を積極的に行うことで、
県民が等しく文化を享受できるよう努めていく。また、
近年のインターネットの普及やコロナ禍による県民ニー
ズの多様化も踏まえ、オンラインの活用と、現場で本物
に触れる良さを組み合わせた、新しい利用スタイルの普
及を推進していく。

縄文遺跡群の世界遺産登録や、民俗芸能「風流
踊」の無形文化遺産登録に際し、地域の文化財
の保存や活用について、地域住民の参加が不十
分である。

世界遺産、無形文化遺産への登録に向けた取組を推進す
るとともに、大綱に基づき、地域住民の愛着と誇りの醸
成やガイドの育成、副読本の作成・配布による学校教育
への働きかけ等、登録後を見据えた受入態勢の強化につ
いても進めていく。

代表指標①

芸術・文化施設をセカンドスクール的に
利用した小・中学生の割合（％）

Ｅ

●

■

代表指標の達成状況については、①「芸術・文化施設をセカンドスクール的に利用した小・中学生の割
合」は「ｅ」判定であり、定量的評価は「Ｅ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｅ」
とする。

（１）

○ 同一会場に講師と参加者が集まって行うのが従
来の生涯学習講座の基本的なスタイルだった
が、遠方に居住する方や、高齢者、障害者等は
参加が難しい場合もあり、今まで以上に誰でも
参加しやすい講座が求められている。特にコロ
ナ禍にあっては移動や参集に制約があることか
ら、この傾向が顕著になっている。

○ 令和２年度の実践でオンライン講座の利便性やニーズが
明らかになったことから、アフターコロナを見据えて、
対面とオンラインの双方の良さを組み合わせた、参加し
やすく質の高い講座のスタイルを構築していく。併せ
て、高齢者や障害者も気軽に学習に取り組めるよう、講
座内容の工夫や、適切に学習情報を提供できるコンテン
ツづくりに取り組んでいく。

（２）
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■基本政策１　県土の保全と防災力強化

（１）　災害に備えた強靱な県土づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 46.1 46.3 46.5 46.7

実績 　(H28)　45.9 46.0 46.1 46.2 46.4

達成率 100.0% 99.8% 99.8%

出典：県河川砂防課調べ 指標の判定 ａ ｂ ｂ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）　地域防災力の強化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 79.3 81.6 83.9 86.2

実績 　(H28)　68.7 69.6 70.5 71.1 71.2 

達成率 88.9% 87.1% 84.9%

出典：県総合防災課調べ 指標の判定 ｃ ｃ ｃ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

県管理河川の整備率（％）

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「県管理河川の整備率」は「ｂ」判定であり、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

①

○ 全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所におけ
る構造物等に係る事業が集中しているため、従
来の計画による中小河川の整備が進んでいな
い。

○ 災害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期間で
治水効果を向上させる伐木や州ざらい等を推進する。ま
た、浸水想定区域図の作成や水位周知河川を追加するな
ど、地域の防災力強化のためのソフト対策を併せて推進
する。

②

○ 高度経済成長期以降に整備された河川管理施
設・ダムの老朽化が進行しており、更新・改修
に係る費用が増加している。

○ 長寿命化計画に基づき、計画的に補修補強対策を実施す
ることで、施設を延命化し、更新・改修に係る費用の平
準化を図る。

③

○ 土砂災害対策には、砂防施設等を設置するハー
ド対策の強化と土砂災害警戒区域の地域住民へ
の周知が必要であるが、従来に比べ異常気象に
よる土砂災害が頻発しており、対策を要する箇
所が増加しているほか、土砂災害に伴うハザー
ドマップを整備していない市町村がある。

○ ハード対策の強化と併せて、国の補助金を積極的に活用
しながら、市町村におけるハザードマップ作成の支援な
ど、ソフト対策も一体的に進めていく。

④

○ 災害発生時における救助物資の輸送等で大きな
役割を果たす緊急輸送道路が、幅員狭小のため
センターラインが引かれていないなど、整備が
十分ではないエリアがある。

○ 国の補助金を活用しながら、緊急輸送道路の整備を優先
度の高い箇所から進めるとともに、法面対策による安全
確保についても計画的に進めていく。

⑤

○ 耐震基準を満たしておらず、耐震補強が必要な
下水道処理場等が多い。

○ ストックマネジメント計画に基づく更新工事と併せて耐
震工事を効率的かつ計画的に実施していく。

代表指標①

自主防災組織の組織率（％）

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「自主防災組織の組織率」は「ｃ」判定であり、定量的評価は
「Ｃ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

①

○ 自主防災組織の新規の結成が進む一方で、高齢
化や地域コミュニティの希薄化により、解散・
消滅する事例がみられる。

○ 活動が停滞している自主防災組織等に対し、「自主防災
アドバイザー制度」の積極的な活用を働きかけるととも
に、消防吏員ＯＢ等、防災業務に従事した経験のある人
材を発掘し、地域の「自主防災リーダー」として育成す
ることにより、組織の維持と活動の活性化を図る。

○ 町内会や自治会をベースとした組織の結成、維
持が困難となっている地域がある。

○ 学区単位の統廃合による組織体制の強化や、防災士が、
従来型（町内会型）の自主防災組織でカバーできない地
域の防災活動を補完する仕組みづくりなどについて、
「秋田県防災士会」と連携して検討を進める。
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■基本政策２　環境保全対策の推進

（１）　地球温暖化防止と循環型社会の形成
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 10,444 10,359 10,274 10,190 

実績 　(H25)　10,869 Ｒ４.１月判明予定 Ｒ５.１月判明予定 Ｒ６.１月判明予定

達成率 － － －
出典：県温暖化対策課「秋田県における温室効果ガスの排出状
況について」 指標の判定 ｎ ｎ ｎ

目標 331 330 328 327 

実績 　(H27)　279 313 ( 303 ) ( 429 ) Ｒ４.３月判明予定

達成率 ( 108.5% ) ( 70.0% ) －
出典：県環境整備課「秋田県産業廃棄物処理実態調査」、環境
省「一般廃棄物処理事業実態調査」 指標の判定 ( ａ ) ( ｅ ) ｎ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）　良好な環境と豊かな自然の保全
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 91.9 93.5 95.0 95.0

実績 　(H28)　88.8 91.5 90.7 89.0 92.4

達成率 98.7% 95.2% 97.3%

出典：県環境管理課「公共用水域水質調査結果」 指標の判定 ｂ ｂ ｂ

②

○ 被災地支援については、東日本大震災以降も全
国各地で大規模な自然災害が頻発しており、技
術職を中心に応援職員の派遣要請が恒常化して
いる。

○ 本県において必要な技術職員を確保しつつ、再任用制度
や任期付職員制度等も活用しながら、引き続き、被災地
の復旧・復興を支援していく。

代表指標①

県内の温室効果ガス排出量（千トン-ＣＯ
2）

代表指標②

廃棄物の最終処分量（千トン）

①

○ 温室効果ガス排出量は減少しているが、国の方
針を踏まえ、従来よりも高い目標設定が求めら
れている。

○ 地球温暖化対策の重要性について共通認識を高めるとと
もに、行政、県民、事業者、教育機関など県民総参加に
よる取組を促進し、温室効果ガスの一層の排出量削減に
取り組む。

②

○ 石炭火力発電所の設備増強に伴って産業廃棄物
の最終処分量が増加している。

○ 産業廃棄物の発生抑制、再使用、減量化及びリサイクル
などの適正処理を推進するため普及啓発及び指導等に取
り組む。

○ 年度により増減があるものの、依然として海岸
漂着物が発生し、生態系を含めた環境の悪化や
景観が損なわれる事例が生じている。

○ 海岸漂着物及び漂流ごみ等の効率的かつ適正な回収処理
を行う。また啓発手段としてＳＮＳを活用するととも
に、新たな取組として、県内の小学生（４年生～６年
生）を対象とした「体験学習バスツアー」を実施し、海
岸漂着物の発生抑制のための普及啓発に効果的に取り組
む。

代表指標①

水環境（公共用水域）に係る環境基準達
成率（％）

Ｄ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内の温室効果ガス排出量」、②「廃棄物の最終処分量」どちらも
「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、最新の値である平成29年度実績において、令和２年度目標値を下回る水準まで温
室効果ガス排出量が抑制されている。また、２年度から運営を開始したごみ拾いＳＮＳ「ピリカ」によ
り、県民の自主的なクリーンアップ活動の共有が図られたほか、環境保全活動に懸賞参加ポイントを付与
するアプリ「あきエコどんどんプロジェクト」についても登録者数が増加するなど、環境保全に対する県
民の意識高揚が進んでいる。また、全戸配布広報紙や県政テレビによる普及啓発に取り組み、県民や企業
の環境保全意識を高めることで、地球温暖化防止のための積極的な行動が着実に進んでいる。

代表指標②に関しては、最新の値である令和元年度実績が目標未達成となっているが、一般廃棄物や能代
火力発電所以外からの産業廃棄物は近年横ばいで推移していることから、石炭火力発電所の設備増強に伴
う産業廃棄物の増加がその主な要因である。なお、２年度以降も元年度と同様の推移になることが見込ま
れており、第４次秋田県循環型社会形成推進基本計画（Ｒ３～Ｒ７）においては、これを踏まえて目標値
を再設定している。また、２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種研修会や実地調
査の中止・縮小を余儀なくされたものの、認定リサイクル製品の認定数が元年度よりも増加し、廃棄物の
有効利用や発生抑制に向けた取組が着実に進んだ。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。
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■基本政策３　安全・安心な生活環境の確保

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）　犯罪や事故のない地域づくり
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 30人以下 30人以下 30人以下 30人以下

実績 　(H29)　30 30 42 40 37 

達成率 60.0% 66.7% 76.7%

出典：県警察本部交通部 「交通統計」 指標の判定 ｅ ｄ ｄ

総合評価 評価理由

Ｂ

●

■

代表指標の達成状況については、①「水環境（公共用水域）に係る環境基準達成率」は「ｂ」判定であ
り、定量的評価は「Ｂ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」
とする。

①

○ 県内の水環境は、概ね良好な状態を維持してい
るものの、一部の河川・湖沼・海域では環境基
準の達成に至っていない。

○ 公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、前年度
に排水基準を超過した工場・事業場への立入検査を強化
するなど、水環境の保全に向けた取組を推進する。

②

○ 十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水
質が維持されているものの、依然として環境基
準を達成できていない。

○ 十和田湖については青森県と調整を図りながら水質改善
に向けた施策を進め、田沢湖については中和の促進に関
する関係機関の意見交換を継続するなど、水質改善に向
けた施策を推進する。

○ 八郎湖については、各水質指標とも全体的に横
ばい傾向を維持し、近年はアオコの異常発生も
ないが、依然として環境基準は達成できていな
い。

○ 長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずう
み”」を実現するため、発生源対策、アオコ対策、湖内
浄化対策等を継続して実施していくとともに、ＧＮＳＳ
直進アシスト田植機利用による無落水移植栽培など、新
たな技術を活用した実効性の高い対策を推進する。

③

○ 自然環境保全推進員等の高齢化によって自然保
護に携わる人材の確保に苦慮しており、自然環
境の維持が困難になる恐れがある。

○ 関係団体と連携し普及啓発を進めるなど、自然保護に関
わる人材の育成・確保に努める。

○ 自然公園美化活動への参加は高齢者が多く、参
加する人数が減少するとともに、活動の範囲が
狭まるなど、活動の継続に不安を抱えている団
体が増えてきている。

○ 状況に応じて活動内容の見直しを行うなど、活動団体の
実態に即したサポートを実施していく。

○ 県内におけるツキノワグマによる人身事故発生
の影響や、新型コロナウイルスの感染拡大によ
る外出機会の減少等により、子どもが自然にふ
れあう機会が減少している。

○ 自然環境学習施設への電気柵の設置等により、施設利用
者の安全を確保するほか、感染対策を実施しながら、子
どもに自然環境の大切さを伝える機会の提供を進める。

④

○ ツキノワグマ生息調査により、県内の生息数は
4,400頭と推定され（令和２年４月時点）、全国
的にも高水準であるほか、生息域も拡大してお
り、人里での出没や人身被害の増加が懸念され
る。

○ 第二種特定鳥獣管理計画（第５次ツキノワグマ）の策定
（令和４年３月予定）に向け、有識者会議の意見を踏ま
えた管理方針の見直しを行うとともに、人身被害の抑制
及び共生の実現を目指して野生鳥獣管理共生ビジョンに
掲げる総合的な取組を実施する。

○ イノシシ及びニホンジカの目撃情報が増加傾向
にあり、生息域の急激な拡大に伴う農林業被害
の増加が懸念されるほか、隣県で野生イノシシ
の豚熱（ＣＳＦ）の感染が確認されており、県
内での発生・蔓延による家畜への伝染が懸念さ
れる。

○ 新規狩猟者の確保・育成を推進し捕獲圧の強化を図ると
ともに、低密度地域における効率的な捕獲手法の確立及
び被害地域との連携した取組を推進し、農林業被害の拡
大を抑制する。

代表指標①

交通事故死者数（人）

Ｄ

●

■

代表指標の達成状況については、①「交通事故死者数」は「ｄ」判定であり、定量的評価は「Ｄ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」
とする。
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施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（２）　暮らしやすい生活環境の確保
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 179 0 0 0 

実績 　(H28)　578 343 373 385 811

達成率 -8.4% － －

出典：県生活衛生課調べ 指標の判定 ｄ ｎ ｎ

目標 140 160 180 200 

実績 　(H28)　108 119 134 151 188

達成率 95.7% 94.4% 104.4%

出典：県生活衛生課調べ 指標の判定 ｂ ｂ ａ

①

○ 平成14年以降、刑法犯罪認知件数は全国最少レ
ベルにあるが、子どもへの声かけ事案等は依然
として多く発生しており、誘拐などの重大事案
に発展することも懸念される。また、子供の安
全確保に向けて見守り活動を各地域で行ってい
る自主防犯活動団体数の減少や活動員の高齢化
が進んでいる。

○ 出前講座や各小学校における安全点検等を通じて「地域
安全マップ」の有効性を周知し、大人による見守り活動
を強化することに加え、子どもたち自身の危険回避能力
の向上を図る。また、自主防犯活動団体の活動状況の積
極的なＰＲや活動情報の共有を図るとともに、優良団体
の表彰により活動員の意欲の向上を図り、活動の活性化
と活動員の確保につなげていく。

②

○ 性暴力については被害が潜在化しやすく、相談
に踏み出せないケースがあると言われている。

○ 悩みを抱えた方の相談窓口となる「あきた性暴力被害者
サポートセンター」の取組について、広く周知を行う。
また、若年層が相談しやすい環境の整備を進め、新た
に、メールによる相談受付を行うとともに、国が実施す
るＳＮＳ相談と連携し周知を図る。

○ 犯罪被害者等が置かれた状況を知る機会は限定
的であり、支援に関する県民の理解が十分とは
言えない。

○ 犯罪被害者等支援への県民理解を促進するため、「犯罪
被害を考える日」街頭キャンペーンの実施や犯罪被害者
週間に「県民のつどい」を開催するなど啓発活動に取り
組む。

○ 交通事故死者数に占める高齢者の割合が６割を
超える状況が続いており、特に夕暮れ時から夜
間にかけて、歩行者が巻き込まれる事故が多
い。

○ 引き続き、県老人クラブ大会や老人クラブ文化祭等の高
齢者が多く集まる機会を捉えて、反射材の配布とその着
用効果の周知を行い、反射材着用を促す。また、関係機
関・団体と連携し、高齢者やその家族が参加可能な体験
型のイベントや反射材着用推進キャンペーンを実施する
とともに、テレビＣＭ放送を通じて、広い層のドライ
バーに対して、一層の交通安全の意識啓発を図る。さら
に、高齢者を訪問する機会が多い民生委員に協力を依頼
し、反射材の配布や事故防止の注意喚起を行う。

○ 交通事故の発生件数は減少しているものの、発
生件数に占める自転車の関係した事故の割合は
横ばいであるほか、高齢者の自動車運転免許証
返納件数が増加しており、自転車利用機会の増
加が見込まれる。

○ 第11次秋田県交通安全計画及び自転車の安全で適正な利
用の促進に関する条例の普及啓発活動をする中で、法令
遵守や交通マナーの向上を働きかけていく。

④

○ 人口の減少、少子高齢化の進行等により地域の
支え合い（共助）の力が弱まっており、除排雪
の担い手が不足してきている。

○ 引き続き、地域における住民同士の支え合いを基本とし
た除排雪団体（共助組織）の立ち上げや既存団体の活動
継続を支援するとともに、雪下ろし等安全講習会や損害
保険会社等の協力による除排雪作業中の高齢者等に対す
る声かけやチラシの配布などで、事故防止を注意喚起す
るほか、アシストスーツを除排雪団体に貸し出し、作業
の省力化と活動の活性化を図る。

○ 令和２年度は、記録的な大雪により、県南地区
で雪下ろし業者が不足した。

○ 令和２年度の取組をふまえ、業界団体や市町村と検討を
行いながら、雪下ろし業者を他地域に派遣する仕組みを
構築する。

⑤

○ 成年年齢の引下げに伴う若年者の消費者被害の
発生・拡大や、高齢者世帯の増加等に伴う特殊
詐欺被害の深刻化が懸念されるほか、新型コロ
ナウイルス感染症に関連する消費生活相談の増
加、消費生活のデジタル化の進展や電子商取引
の拡大、持続可能な社会の実現への取組等社会
情勢の変化により、消費者問題は複雑化・多様
化している。

○ 「第２次秋田県消費者教育推進計画」（Ｒ２～６年度）
に基づき、関係機関との連携を強化しながら、重点施策
である若年者・高齢者への消費者教育・啓発活動を強化
するとともに、環境に配慮した消費行動など新たな消費
者問題に対応するため、引き続き消費生活相談体制の充
実を図っていく。

代表指標①

犬猫の年間殺処分数（頭）

代表指標②

秋田県ＨＡＣＣＰ認証延べ件数（件）

③
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総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（３）　安らげる生活基盤の整備
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 87.1 87.8 88.4 88.9

実績 　(H28)　86.1 86.7 ( 87.4 ) ( 88.0 ) Ｒ３.７月判明予定

達成率 ( 100.3% ) ( 100.2% ) －
出典：県下水道マネジメント推進課「秋田の下水道（資料
編）」 指標の判定 ( ａ ) ( ａ ) ｎ

目標 87.5 87.5 88.0 88.0 

実績 　(H28)　87.1 84.0 86.1 86.5 88.9

達成率 98.4% 98.9% 101.0%

出典：県都市計画課調べ 指標の判定 d d ａ

総合評価 評価理由

Ｃ

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「犬猫の年間殺処分数」は「ｎ」判定、②「秋田県ＨＡＣＣＰ認証延
べ件数」は「ａ」判定であり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、犬は適切な譲渡先が見つからない個体が増加し、猫は危害を及ぼす恐れがある個
体、幼齢のため死亡した個体、死因不明の個体が増加し、目標の達成には至らなかったものの、「譲渡適
性はあるがやむを得ず処分したもの」に該当するのは18頭にとどまり、前年度の45頭より減少している。
これは譲渡頭数が前年度の381頭から509頭に大幅に増加したことが要因であり、平成31年４月に開設した
動物愛護センターの取組が奏功している。また、犬猫譲渡会等の動物とのふれあい事業への参加者も大幅
に増加しており、動物愛護センターの開設が、県民の動物愛護意識向上に寄与しているものと考えられ
る。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」
とする。

①

○ 飼養や譲渡の困難な幼弱猫の引取り頭数が増加
している。

○ 所有者の判明しない猫からの出産を防ぐために地域猫や
地域猫になっていない猫の不妊去勢手術をＴＮＲ（ト
ラップ・ニューター・リターン）として実施し、かつ、
猫の適正飼養（終生飼養、室内飼養等）の一層の啓発を
図り、譲渡の困難な幼弱猫を減少させる。また、幼弱猫
の授乳ボランティアの育成及び愛護団体との合同譲渡会
の開催により、譲渡頭数の更なる増加を図り、殺処分数
を減少させる。

②

○ 食品衛生法の改正によりＨＡＣＣＰが制度化さ
れ、すべての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿っ
た衛生管理が求められることとなり、食品等事
業が取引先より県ＨＡＣＣＰ認証の取得を求め
られるケースが増えている。

○ 食品衛生責任者を対象とした講習会の実施や、簡易な手
引き書による普及啓発、監視時における指導などを通じ
て法令遵守を指導するほか、県ＨＡＣＣＰ認証の相談に
対しては、引き続ききめ細やかに支援を行う。

③

○ 飲食店や理容店、美容室などの生活衛生関係営
業は、県民の生活に欠くことのできないもので
あるが、人口減少・少子高齢化に伴う利用者の
減少、経営者の高齢化、後継者不足の深刻化に
加えて、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、そのサービスの低下や事業の継続について
懸念されている。

○ 営業者からの相談対応の役割を担っている（公財）秋田
県生活衛生営業指導センターへの支援を通じて、営業者
の持続的な経営や後継者育成につなげる。また、営業者
が直面している新型コロナウイルス感染症への対応につ
いて、生活衛生同業組合等を通じて、業種別ガイドライ
ン等の普及啓発を促進する。

代表指標①

下水道等の汚水処理人口普及率（％）

代表指標②

県立都市公園の平均満足度（％）

Ａ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「下水道等の汚水処理人口普及率」は「ｎ：未判明」であり、定量的
評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年度末（普及率100.2％）から、さらに下水道等の整備が進捗しており、令
和３年７月末時点における実績見込みは目標値を上回っている。

代表指標②に関しては、指定管理者による利用者目線に立ったきめ細かな運営管理や、クマ出没対策（緩
衝帯の設置）を実施したことによる目撃件数の減少（令和元年度:３回→２年度：０回）等もあり、平均満
足度や達成率が前年度よりも向上し、目標値を上回っている。

成果・業績指標④「子育て世帯の住宅リフォーム支援戸数」の達成率は122.6％となっており、子育て世帯
への住宅リフォーム支援や令和元年度から新たに開始した県内への移住希望者へのリフォーム支援が、子
どもと暮らしやすい居住環境づくりや移住者の快適な生活環境の確保に寄与している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。
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■基本政策４　ＩＣＴによる便利な暮らしの実現と地域の活性化

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

（１）　ＩＣＴ利活用による県民生活の利便性向上
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 5,000 6,000 7,000 8,000 

実績 　(H28)　4,030 3,739 5,224 6,339 10,855 

達成率 104.5% 105.7% 155.1%

出典：県デジタル政策推進課調べ 指標の判定 ａ ａ ａ

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

①

○ 道路の消融雪施設の老朽化が進行しているほ
か、園児、児童の移動経路の安全点検結果か
ら、交通安全施設等の設置を望む声がある。

○ 消融雪施設の老朽化対策を計画的に実施するとともに、
安全点検等で抽出した危険箇所の対策を優先度の高い箇
所から進め、今後も通学路等の安全対策を推進してい
く。

②

○ 全県的に下水道等の業務に精通する技術職員の
減少が続いている（Ｈ17:326人→Ｈ28:216人）
ほか、生活排水処理施設の老朽化も進んでお
り、事業を持続的に運営していくことが困難な
状況となっている。

○ 技術職員の減少に関しては、ＰＰＰ手法を活用した整備
や市町村職員が従事する業務を補うための補完体制につ
いて検討を進める。施設の老朽化については、生活排水
処理構想に基づき、既存施設の集約・再編、処理区の統
合を計画的に行うとともに、ストックマネジメント計画
に基づき、管理施設の効率的かつ計画的な改築・更新を
行っていく。

③

○ 県立都市公園の大規模施設が改築・更新時期を
迎えており、順次整備を進めているが、更新に
複数年を要する施設もあり、一部の施設におい
て、利用を制限せざるを得ない状況が生じてい
る。

○ 公園利用者の要望の把握に努めるとともに、損傷が小規
模なものについては、暫定補修を行うことで、早期の利
用再開を図るなど、利用者への不便を最小にしながら施
設の改築・更新を進めていく。

④

○ リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、施策目的が理解され高い評価
を受けているものの、利用するまで制度の存在
を知らなかったとの回答も多く寄せられている
ことから、制度の周知不足が懸念される。

○ 子育て世帯に対する支援制度について、ウェブサイト、
新聞広告、県内全市町村広報誌への掲載、関係機関への
ポスター･リーフレットの配布等を実施するとともに、支
援団体との連携強化に取り組み、制度の一層の周知に努
めていく。

⑤

○ 観光庁では、平成28年３月に、主要な観光地で
景観計画を策定することを目指す「明日の日本
を支える観光ビジョン」を発布し、県内７市町
が主要観光地に認定されたが、景観計画の策定
が進んでいない市町もある。

○ 景観計画未策定の主要観光地認定市町に対して、策定の
メリットをＰＲするとともに、計画策定のための補助金
活用の提案や市町と連携した計画の立案などの支援を
行っていく。

代表指標①

電子申請サービスの申請件数（件）

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「電子申請サービスの申請件数」は「ａ」判定であり、定量的評価は
「Ａ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

①

○ 携帯電話の不感地域やラジオの難聴地域は順次
解消されているが、未だ解消されていない地域
がある。

○ 引き続き各市町村の取組を支援するとともに、携帯電話
事業者への働きかけ等を進める。

②

○ 申請・届出等については、書面・対面での提出
を求める手続が多く、窓口の混雑時における待
ち時間や書類の郵送料など、県民や事業者の負
担となっている。

○ 押印を求める手続や書面・対面による手続の見直しを行
うことにより、オンライン化を推進し、県民や事業者の
更なる利便性の向上を図る。

○ 行政が持つ公開可能な様々な情報をオープン
データとして民間等に活用してもらう意義や公
開のための手法等について、庁内職員の理解が
まだ十分でない。

○ 庁内関係課室にオープンデータ化を依頼する際、マニュ
アルの配布と公開方法についての説明を行うほか、職員
向けの研修会を実施し、オープンデータ化の目的や意
義、手法等の浸透を図る。
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（２）　ＩＣＴ利活用による地域の活性化
指標名 年度 現状値 H29 H30 R１(H31) R２(H32) R３(H33)

目標 1 2 2 3 

実績 　(H28)　0 2 3 6 8

達成率 300.0% 300.0% 400.0%

出典：県デジタル政策推進課調べ 指標の判定 a ａ a

総合評価 評価理由

施策の
方向性 課題 評価結果の反映状況（今後の対応方針）

代表指標①

実施されたＩＣＴを用いた地域活性化事
業数（累積）（件）

Ａ

●

■

代表指標の達成状況については、①「実施されたＩＣＴを用いた地域活性化事業数」は「ａ」判定であ
り、定量的評価は「Ａ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」
とする。

①

○ 各自治体が抱える地域課題について市町村訪問
してヒアリングしているが、具体的な課題の掘
り起こしまで至らないのが現状である。

○ 継続的に市町村へのヒアリングを行い、各市町村が抱え
る課題の具体化に向けた支援を行うとともに、課題解決
に向けたＩＣＴ活用事例等を紹介する。

②

○ ＩＣＴ技術が急速に進歩しており、県民に身近
な分野において地域活性化を図るためにどのよ
うなＩＣＴ技術が利用できるのか、時機を逸す
ることなく広く普及啓発をすることが難しい。

○ 「秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム」を
通じて、先進的な導入事例や県内ＩＣＴ企業の技術を紹
介し、関係団体の取組を促進するとともに、「秋田ＩＣ
Ｔフェア」等の一般向けのイベントを通じて、県民の先
進技術に関する理解の促進を図る。
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